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今週のキーワード

月面新時代
日本企業が牽引する軌道上サービスと月面インフラ競争

29
件

記事総数

9
カ国

対象国

2029
年

Astroscale黒字化予測

30
倍

耐放射線メモリ耐久性

今週の全29記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01
日本、デブリ除去標準
化へ

企業戦略
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●

アストロスケールとJAXAが宇宙デブリ除去・軌道上
サービスで世界をリードし、2026年打ち上げ契約や
特許取得で日本の競争力を強化。

#02
NASA/DOE、月面核分
裂電力

技術開発
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○

米DOEとNASAが月面・火星向け核分裂型表面電力シ
ステムを開発中。2020年代後半の実証を目指し、長
期ミッションの電力課題を解決。

#03
宇宙船に高性能プラ採
用

材料応用
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

Torlon PAI、PEEKなどの高性能プラスチックが、耐
放射線性・極限温度耐性・軽量性から宇宙船の構造・
電気システムに広く採用。

#04
米宇宙軍、SpaceXに
契約

企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

●
●●●○

○
●●○○

○

米国宇宙軍がSpaceXに41.6億ドルで航空目標追跡衛
星網構築を契約。2028年までに配備し、宇宙ベース
の監視能力を強化。

#05
NASA、月面ISRU・核
電力

技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○

NASAが月面長期探査に向けISRU、核分裂電力、Blue
Alchemistを推進。2030年までに月面原子炉実証、自
給自足可能な月面基地構築へ。

#06
ISS微小重力下で幹細
胞成長

学術論文
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○

ISS微小重力下で幹細胞が地球より速く3D組織成長し
、免疫抑制能力も向上。癌治療や再生医療、個別化医
療に革新的知見。

#07
Space
Walker、開発頓挫

市場危機
●●●●

○
●○○○

○
●○○○

○
●●○○

○
●●●●

●

日本のSpace
Walkerによる再利用可能有翼ロケット「ECO ROCKE
T」開発が、2026年2月の破産手続きにより頓挫。

#08 ISS微小重力研究推進 技術開発
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

ISSナショナルラボが微小重力研究で疾患モデリング
、再生医療、材料生産を推進。癌治療やナノ医療にブ
レークスルー。

#09
清水建設、ルナリング
構想

企業戦略
●●●●

●
●○○○

○
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

●

清水建設が月赤道にソーラーパネル環「ルナリング」
構想を再提示。月レゴリス利用とロボット建設で地球
へ無限のエネルギー供給を目指す。

#10 中国、神舟22号帰還 製品紹介
●●○○

○
●●●●

●
●●○○

○
●●○○

○
●●○○

○

中国の神舟22号が宇宙デブリによる窓の亀裂にも関わ
らず、宇宙飛行士3名を7ヶ月の天宮ステーションミッ
ションから無事帰還。

#11 月面基地技術進化 技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

月面基地技術が進化し、ロボット建設、3Dプリンティ
ング、ISRUにより月面居住地の現実化が加速。電力
は太陽光と原子力併用。

#12
月面ISRU技術、資源生
成

技術解説
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

月面ISRU技術は、月面物質から水、酸素、燃料、建
材を生成する包括的プロセス。火星ミッションへの応
用も期待され、宇宙探査の持続可能性を向上。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#13
耐放射線性NANDメモ
リ

学術論文
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

●
●●●○

○

ジョージア工科大学が従来の30倍耐久性を持つ耐放射
線性強誘電体NANDメモリチップを開発。1億回のX線
照射に耐え、深宇宙データ破損を解決。

#14
NASA、火星核推進加
速

技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●○○

○

NASAが核熱推進・核電気推進技術開発を加速。火星
移動時間を3〜4ヶ月に短縮し、2028年後半には無人
核推進ミッションを計画。

#15
KSATとiQPS、SAR衛
星網

企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

●

KSATと日本のiQPSが提携深化。36機の小型SAR衛星
コンステレーションで、世界のほぼどこでも平均10分
間隔のニアリアルタイム地球観測データを提供へ。

#16
中国嫦娥8号、建設ロ
ボット

技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●○○

○

中国嫦娥8号が2029年頃、月面建設ロボットとISRU
実験を実施予定。月南極基地構築を目指し、自律シス
テムによる建設を推進。

#17
Exobiosphere、微小
重力創薬

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●○○

○

Exobiosphereが300万ユーロ調達し、2027年3月にH
aven-1で微小重力創薬ミッションへ。細胞老化加速や
癌耐性向上など研究。

#18
Astroscale、デブリ除
去注目

企業戦略
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●

日本のAstroscaleが宇宙デブリ除去・軌道上サービス
で注目され、JAXA等との連携を強化。アナリストは2
029年までの黒字化を予測。

#19
ロケット・ラボ、極超
音速

技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●○○

○

ロケット・ラボHASTEプログラムが2026年6月、米国
防総省DIU向けにHypersonix製スクラムジェット機を
搭載した極超音速試験ミッションを実施。

#20
NASA、火星核電気推
進合理化

技術開発
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○

NASAが火星SR-1 Freedom核電気推進デモミッショ
ンの開発を合理化。2028年後半打ち上げを目指し、
既存ハードウェア再利用で開発加速。

#21
月面原子力エネルギー
議論

解説記事
●●○○

○
●●○○

○
●●○○

○
●○○○

○
●●○○

○

Redditで月面原子力エネルギー利用が議論され、RTG
と大規模核分裂炉の課題と実績、プルトニウム238の
拡散リスクが焦点に。

#22
民間、微小重力創薬R&
D;

市場概観
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

ISS運用終了が迫る中、民間企業が微小重力創薬R&D;
を引き継ぎ、商業宇宙ステーションを開発。Merckの
Keytruda再製剤化が成功事例。

#23
LANL、プルトニウム2
38製造

製品紹介
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○

ロスアラモス国立研究所がプルトニウム238熱源を製
造し、NASAの火星パーセベランスやドラゴンフライ
など深宇宙ミッションに電力供給。

#24
UAH/NASA、核熱推進
提携

技術開発
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●○○

○

アラバマ大学ハンツビル校とNASAが核熱推進システ
ム開発で提携。火星移動時間を劇的に短縮し、深宇宙
探査を現実化することを目指す。

#25
NASA、恒久月面基地
計画

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●○○

○

NASAが2030年代半ばの恒久月面基地計画を推進。太
陽光と原子力発電を組み合わせ、ISRUを活用し、202
8年までにロボットローバーを展開。

#26
中国宇宙プログラム進
展

製品紹介
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●○○

○

中国が長征6A・12Bロケットの打ち上げに成功。再利
用可能ロケットのデビューと、嫦娥7号・神舟24号計
画で宇宙開発を加速。

#27 耐放射線性レンズ出荷 製品紹介
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

Resolve Opticsが最大1 MGy耐性の耐放射線性レンズ
をLEO小型衛星カメラコア向けに出荷。セリウム添加
ガラスで光学性能を維持。

#28
Tasger、「Lunar
Capsule」

企業戦略
●●●●

○
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●○○

○

Tasger Industriesが月面居住地・研究施設・物流ハ
ブとなる「Lunar Capsule」構想を発表。ヘリウム3
抽出と地球輸送を促進。

#29
Rocket
Lab、打ち上げ発表

製品紹介
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

●

Rocket Labが今後の打ち上げスケジュールを発表。日
本のiQPS衛星やStriXミッションなど、小型衛星打ち
上げ市場での活動を継続。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ 日本企業は宇宙デブリ除去・軌道上サービス市場で世界標準を確立できるか？
アストロスケールとJAXAは、米国宇宙軍との契約やデブリ追跡成功など、具体的な成果を上げています。2029年までの
黒字化予測もあり、この分野での日本の技術的・商業的優位性をどう維持・拡大していくべきか、戦略的な判断が求めら
れます。

❷ 月面基地建設と資源利用の加速は、日本の材料・部品メーカーにどのような機会をもたらすか？
NASAや中国が2030年代の月面基地構築を目標に、ISRU、ロボット建設、核分裂電力などの技術開発を加速しています
。耐放射線性材料や極限環境対応部品の需要が急増する中、日本の高機能材料技術をどう活かし、サプライチェーンに食
い込むべきか、具体的な戦略が必要です。

❸ 微小重力環境での創薬・材料研究は、地球上の産業に革新をもたらすか？
ISSでの幹細胞研究やタンパク質結晶化の成功事例は、微小重力が疾患メカニズム解明や新薬開発に貢献することを示し
ています。ISS運用終了後、民間商業ステーションへの移行が進む中で、日本の製薬・バイオ・材料メーカーは、この新
たな研究フロンティアにどう参入すべきか？

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

デブリ除去 SAR衛星網

耐放射線材
月面インフラ

宇宙バイオ
核推進

軍事宇宙ロケット開発

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● デブリ除去 機会大 軌道上サービス市場で主導権 —

● SAR衛星網 機会大 地球観測データ市場を牽引 —

● 耐放射線材 機会大 宇宙用材料市場開拓 —

● 月面インフラ 注意 月面資源・基地建設参入 国際競争激化、技術遅延

● 宇宙バイオ 注意 創薬・再生医療の新領域 投資回収リスク、競争

● 核推進 注意 深宇宙輸送技術獲得 技術的困難、安全懸念

● 軍事宇宙 脅威大 — 宇宙空間の軍事化加速
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● ロケット開発 脅威大 — 日本の競争力低下
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深掘り ① ― 日本主導の宇宙デブリ除去・軌道上サービス
#01 | 2026/05/29 | Digital Journal | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○
データ信頼性●●●○○ 日本関連度●●●●●

日本のアストロスケールとJAXAは、宇宙デブリ除去および衛星燃料補給を含む軌道上サービスにおいて、世界的なリー
ダーシップを確立しつつあります。アストロスケールは米国宇宙軍向けの燃料補給機契約を2026年打ち上げに向けて
獲得し、複数の物体に対応するデブリ除去方法の特許も取得。JAXAのADRAS-J衛星は制御不能なH-IIAロケット上段の
追跡に成功し、デブリ除去技術の重要な実証を完了しました。

これらの取り組みは、増加する衛星コンステレーションの持続可能性に不可欠であり、日本の商業宇宙セクターの競争
力を高めます。アナリストはアストロスケールが2029年までに黒字化すると予測しており、軌道上サービス市場の拡
大は衛星運用コスト削減、打ち上げリスク低減、宇宙環境保護に大きく貢献すると見られています。

▶ 技術者の視点

【数値妥当性】アストロスケールの2029年黒字化予測は、軌道上サービス市場の成長性と同社の技術優
位性を考慮すれば現実的な目標と言える。ただし、新規市場ゆえの競争激化や技術開発の遅延リスクは
常に存在する。 【未解決課題】デブリ除去は技術的に高度なランデブー・近接運用が求められ、特に非
協力的なデブリの捕獲は依然として大きな課題。また、国際的な法整備や責任の所在に関する枠組みも
未確立であり、商業展開にはこれらへの対応が不可欠だ。 【機会】日本企業は、この新興市場で技術的
優位性を確立し、国際標準化を主導する絶好の機会にある。材料メーカーは、デブリ捕獲用アームや燃
料補給機構、耐環境性材料などで貢献できる。サービスプロバイダーは、デブリ監視や軌道情報提供で
参入可能だ。 【脅威】他国の追随や、より低コストな技術の登場により、日本の優位性が失われるリス
クがある。また、デブリ除去のコスト負担を誰が負うかという問題は、ビジネスモデルの確立を難しく
する可能性がある。 【次のアクション】R&D;部門は、デブリ捕獲技術の多様化（例：接着剤、ネット
）と、軌道上サービスに必要な材料（高耐久性・軽量複合材、耐熱潤滑剤など）の開発を加速すべき。
経営企画部門は、国際的な規制動向を注視し、標準化への積極的な関与を検討する。

深掘り ② ― 宇宙の過酷な環境に耐える耐放射線性メモリ
#13 | 2026/05/29 | Universe Today | 技術新規性●●●●● 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●○
データ信頼性●●●●● 日本関連度●●●○○

ジョージア工科大学の研究者たちは、従来のフラッシュメモリより30倍耐久性が高く、1億回のX線照射に相当する放
射線量に耐えることができる、新しい耐放射線性強誘電体NANDメモリチップを開発しました。この技術は、特定の材
料が永続的な自発的電荷を保持する強誘電性という現象を利用しており、宇宙放射線によるデータ分極の撹乱を極めて
困難にします。

この画期的な技術は、深宇宙ミッションにおけるデータ破損という課題に対処し、宇宙船の自律性とデータストレージ
の信頼性を大幅に向上させることを目指します。従来の放射線硬化型メモリが高価で容量が限られる中、高性能かつ高
耐久性、将来的にはコスト効率の高いソリューションとして、月面基地や火星ミッション、AIプロセッサへの応用が期
待されます。
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▶ 技術者の視点

【数値妥当性】「1億回のX線照射に相当する放射線量に耐える」というデータは、学術論文に裏打ちさ
れており信頼性が高い。従来のフラッシュメモリの耐久性と比較して30倍という数値は、宇宙環境での
運用において画期的な改善と言える。 【未解決課題】大学での開発段階であり、量産性、コスト、そし
て宇宙船への統合におけるサイズ・重量・電力（SWaP）の最適化が今後の課題となる。また、強誘電
体材料の長期信頼性や、極低温・高温環境下での安定性も検証が必要だ。 【機会】日本の半導体メーカ
ーや材料メーカーにとって、この耐放射線性メモリは新たな市場機会となる。特に、高信頼性が求めら
れる宇宙用電子部品や、月面・火星基地のAIシステム向けストレージとして、材料供給や製造プロセス
での貢献が期待される。 【脅威】この技術が他国で先行して実用化された場合、日本の宇宙エレクトロ
ニクス産業が国際競争で遅れをとる可能性がある。既存の放射線硬化型メモリ市場を代替する可能性も
秘めているため、既存事業者は技術転換への対応が求められる。 【次のアクション】R&D;部門は、強
誘電体材料の特性評価と、宇宙環境での長期信頼性試験に関する情報収集を強化すべき。半導体PKG部
門は、この種のメモリを搭載するパッケージング技術（放射線遮蔽、熱管理）の検討を開始する。
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深掘り ③ ― KSATとiQPS、ニアリアルタイム地球観測網を構築
#15 | 2026/06/03 | KSAT | 技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○ データ信頼性●●●●○
日本関連度●●●●●

グローバルミッションサービスプロバイダーのKSATと、日本の高分解能小型SAR（合成開口レーダー）衛星企業iQPS
は、ニアリアルタイム地球観測データサービス実現に向けた長期戦略的提携を深化させました。この「QPS-SARプロジ
ェクト」は、36機の小型SAR衛星コンステレーションを構築し、世界のほぼどこでも平均10分間隔で高頻度観測デー
タを提供することを目指します。

iQPSは九州大学の20年以上の小型衛星開発専門知識と、日本の25社以上のパートナー企業の支援を受けています。KS
ATは世界中に広がるグラウンドステーションネットワークを提供し、東京にオフィスを設立してアジア市場へのコミッ
トメントを強化。この提携は、農業、防災、インフラ監視、海洋監視、安全保障など、幅広い分野で高頻度SARデータ
の商業利用を加速させると期待されます。

▶ 技術者の視点

【数値妥当性】「平均10分間隔でニアリアルタイム観測」という目標は、36機体制が実現すれば十分に
達成可能であり、地球観測市場における競争優位性は極めて高い。SAR衛星は天候・昼夜に左右されな
いため、そのデータ価値は大きい。 【未解決課題】36機という大規模コンステレーションの安定運用、
データ処理・配信の効率化、そして膨大なデータから価値ある情報を抽出するAI・解析技術の進化が継
続的な課題となる。また、打ち上げコストの継続的な削減も重要だ。 【機会】日本の部品メーカーは、
小型SAR衛星向けの高性能センサー、通信モジュール、電源システム、軽量構造材などで貢献できる。
データ解析サービスを提供する企業にとっては、新たなビジネスチャンスが生まれる。防災、農業、イ
ンフラ監視など、多岐にわたる分野でのデータ活用が期待される。 【脅威】他国の類似コンステレーシ
ョン計画との競争激化、特に中国の千帆コンステレーションのような大規模計画は脅威となる。また、
データセキュリティやプライバシーに関する国際的な規制強化も考慮する必要がある。 【次のアクショ
ン】半導体PKG部門は、SAR衛星に搭載される高周波モジュールやデータ処理チップの小型・軽量・高
信頼性パッケージング技術の開発を加速すべき。経営企画部門は、iQPSのビジネスモデルを分析し、自
社の技術や製品がどのように貢献できるかを具体的に検討する。

その他の注目記事
清水建設、月赤道にソーラーパネル環構想 (Interesting Engineering)
TN●●●●● MI●●●●● JR●●●●●

月面レゴリス利用とロボット建設による壮大な宇宙太陽光発電構想。実現には超長期的な技術開発と国際協力が不可欠
だが、日本の建設技術の可能性を示す。

Resolve Optics、最大1 MGy耐性の耐放射線性レンズ出荷 (SatNews)
TN●●●○○ PR●●●●● MI●●●○○

セリウム添加ガラスを用いた耐放射線性レンズは、LEO小型衛星のカメラ寿命と性能を向上させる。日本の光学・材料
メーカーにとって参入機会となる技術。

米宇宙軍、SpaceXに41.6億ドルで航空目標追跡衛星網構築契約 (DefenseScoop)
TN●●●○○ PR●●●●○ MI●●●●●

米国の軍事宇宙インフラ構築が加速。宇宙空間の軍事利用の拡大は、日本の防衛産業や宇宙政策に間接的な影響を与え
るため、動向を注視すべき。

NASA、月面での長期探査に向けISRU・核分裂電力・Blue Alchemist含む月面技術を推進 (NASA)
TN●●●●○ PR●●●○○ MI●●●●○

月面での自給自足を目指すNASAの包括的戦略。ISRU、核分裂電力、レゴリスからの太陽電池製造など、日本の材料・
建設技術が貢献できる領域が多い。
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ISS微小重力下で幹細胞の3D組織成長を加速、癌治療と再生医療に革新的知見 (The Economic Times)
TN●●●●○ PR●●○○○ MI●●●○○

微小重力環境が幹細胞の成長や免疫抑制能力に与える影響は、癌治療や再生医療に新たな道を開く可能性。日本のバイ
オ・製薬企業は研究投資を検討すべき。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【R&D;】耐放射線性材料（メモリ、レンズ等）の最新動向を調査し、自社技術との関連性を評価する（#13,
#27）。

• 【経営企画】アストロスケール（#01,
#18）の事業戦略と、日本の軌道上サービス市場における競合優位性について分析を開始する。

• 【R&D;/経営企画】iQPS（#15）のSAR衛星データが自社の事業（例：防災、農業、インフラ監視）にどう活
用できるか、具体的なユースケースを検討する。

▍短期（1ヶ月）
• 【R&D;】微小重力環境でのバイオ・材料研究（幹細胞培養、創薬、ナノ材料生産）の可能性について、国内外
の研究機関との連携を模索する（#06, #08, #17, #22）。

• 【調達/R&D;】月面基地関連技術（ISRU、建設ロボット、核電力システム）のサプライチェーンにおける日本
の材料・部品メーカーの参入機会を調査し、潜在的なパートナー企業を特定する（#02, #05, #11, #12, #16,
#25, #28）。

▍中長期（四半期〜）
• 【経営企画/R&D;】核推進技術（核熱推進、核電気推進）の将来性評価と、深宇宙輸送における日本の技術貢献
可能性についてロードマップを策定する（#14, #20, #24）。

• 【経営企画】宇宙空間の軍事化（#04, #19, #26）が日本の宇宙産業、特に衛星通信・地球観測分野に与える
影響を分析し、対応戦略（例：デュアルユース技術開発、国際協力）を検討する。

• 【R&D;/経営企画】清水建設の「ルナリング」構想（#09）のような超長期ビジョンに対し、自社の材料・建
設技術がどのように貢献できるか、基礎研究レベルでの可能性検討を開始する。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-06-06
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日本、アストロスケールとJAXA主導で宇宙デブリ除去・
軌道上サービスの世界標準確立へ

概要

日本は、アストロスケール社とJAXAのCRD2プロジェクトが主導する形で、宇宙デブリ
除去や衛星燃料補給を含む軌道上サービスにおいて世界的なリーダーシップを確立し
つつあります。アストロスケールは、米国宇宙軍向けの軌道上衛星燃料補給機の契約

を2026年の打ち上げに向けて獲得し、複数の物体に対応する新しいデブリ除去方法の
特許も取得しました。JAXAのADRAS-J衛星は、制御不能なH-IIAロケット上段の追跡に
成功しており、これらの取り組みは日本の商業宇宙セクターの競争力を高め、宇宙の

持続可能性に貢献します。

公開日 2026年05月29日  Digital Journal  日本



詳細

主要成果

日本は、アストロスケール社やJAXAの商業デブリ除去実証（CRD2）プロジェクトを通
じて、宇宙デブリ除去および軌道上サービスの分野で世界的な標準を確立し、主導的な
役割を担いつつあります。特に、アストロスケールは米国宇宙軍との間で2026年に打ち
上げ予定の軌道上衛星燃料補給機の契約を獲得し、さらに複数の宇宙物体に対応する革
新的なデブリ除去方法の特許も取得しています。JAXAのADRAS-J衛星は、制御不能にな
ったH-IIAロケット上段を正確に追跡することに成功し、デブリ除去技術の重要な実証
を完了しました。

技術・臨床詳細

アストロスケールの技術は、宇宙空間における衛星の燃料補給、寿命延長、そしてアク
ティブデブリ除去（ADR）を可能にします。これらのサービスは、増加する衛星コンス
テレーションの持続可能性にとって不可欠です。ADRAS-Jミッションは、JAXAのCRD2

プロジェクトの第1段階として、既存の大型デブリを安全に除去するための基盤技術確
立を目指しています。この技術は、デブリの発見、検査、そして最終的な捕獲・除去と
いう複雑なプロセスをカバーしています。燃料補給サービスは、運用中の衛星の寿命を
延ばし、新たな衛星の打ち上げ頻度や関連コストを削減する効果が期待されます。

背景・業界文脈

宇宙デブリの増加は、衛星運用にとって深刻な脅威となっており、宇宙の持続可能な利
用を阻害する可能性があります。日本政府と民間企業は、この問題に対する革新的な解
決策の開発に積極的に投資しています。アストロスケールは、JAXA、NASA、ESA、日
本の防衛省といった主要な宇宙機関と強固な関係を築き、商業宇宙セクターにおいてそ
の存在感を高めています。この分野での日本のリーダーシップは、国際的な規制や標準
の形成にも影響を与え、将来の宇宙経済における競争優位性を確立する上で重要な意味
を持ちます。



今後の展望

これらの技術の進展は、日本の商業宇宙産業をさらに活性化させ、世界的な競争力を向
上させるでしょう。アストロスケールが2029年までに黒字化するとのアナリスト予測も
あり、今後数年間でその収益性が注目されます。軌道上サービス市場の拡大は、衛星運
用コストの削減、新規衛星の打ち上げリスクの低減、そして宇宙環境の保護に大きく貢
献し、持続可能な宇宙経済の実現に向けた道を開くことになります。将来的には、これ
らの技術がより広範な軌道上運用や深宇宙探査にも応用される可能性があります。

元記事: https://blueshift-news.com/en_GB/articles/gc8/features/2026/05/29/feature-01/Japan-is-

establishing-itself-as-a-standard-setter-for-space-debris-removal-on-orbit-services

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://blueshift-news.com/en_GB/articles/gc8/features/2026/05/29/feature-01/Japan-is-establishing-itself-as-a-standard-setter-for-space-debris-removal-on-orbit-services
https://blueshift-news.com/en_GB/articles/gc8/features/2026/05/29/feature-01/Japan-is-establishing-itself-as-a-standard-setter-for-space-debris-removal-on-orbit-services


DOEとNASA、2020年代後半の月面実証を目指し核分裂型
表面電力システムを開発

概要

米国エネルギー省（DOE）とNASAは、2020年代後半までに月面での実証を目指し、
月面および火星での長期ミッション向けに核分裂型表面電力システムを共同開発して
います。この原子力発電システムは、月の南極など太陽エネルギーが不足する地域に

おいて、最大40キロワットの信頼性の高い継続的な電力供給を可能にします。先進的
な原子炉設計と核燃料技術を活用し、自律運用と長期展開を目的としており、将来の

月面電力インフラの基盤となる可能性を秘めています。

公開日 2026年05月29日  U.S. Department of Energy  アメリカ



詳細

主要成果

米国エネルギー省（DOE）とNASAは、2020年代後半までに月面での実証を目指し、核
分裂型表面電力システムの開発に共同で取り組んでいます。このシステムは、太陽エネ
ルギーが長期間の月夜に不十分となる月の南極のような地域において、月面および火星
での長期的な有人および無人ミッションに不可欠な、信頼性の高い継続的な電力供給源
を提供します。最大40キロワットの電力を生成する能力を持ち、宇宙飛行士や科学機器
の電力需要を支えることが期待されています。

技術・臨床詳細

この核分裂型表面電力システムは、最新の先進炉開発技術と核燃料の進歩を活用してい
ます。主要なコンポーネントには、核分裂反応を制御する小型原子炉、その熱を電気に
変換する電力変換システム、熱を宇宙に排出する熱除去システム、そしてシステム全体
を制御する電力管理・配電システムが含まれます。システムは、厳しい宇宙環境下での
自律的な運用と長期展開のために設計されており、数年間にわたるミッションを中断な
くサポートできます。これにより、太陽光発電だけでは不可能な、月面での継続的な探
査や居住活動が可能になります。

背景・業界文脈

月や火星での長期的な人類の存在を確立するためには、安定した高出力の電力供給が最
大の課題の一つです。特に、月面では約14日間続く極寒の月夜があり、太陽電池のみで
は電力供給が途絶えてしまいます。核分裂型電力システムは、外部環境に依存せず、常
に安定したエネルギーを提供できるため、この課題を解決する最も有望な技術とされて
います。DOEとNASAは、民間企業とのパートナーシップを通じてこの技術の開発を加
速させており、アルテミス計画のような将来の深宇宙探査ミッションにおいて、その重
要性は増しています。



今後の展望

2020年代後半に計画されている月面実証ミッションは、この技術の商業的実現可能性と
運用能力を検証する重要なマイルストーンとなります。成功すれば、核分裂型表面電力
システムは、将来の月面基地や火星前哨基地の電力インフラの主要な柱となり、人類の
宇宙進出を劇的に加速させるでしょう。また、この技術は、深宇宙におけるAIデータセ
ンターやその他の高電力需要アプリケーションへの応用も期待されており、宇宙経済の
発展に大きく貢献すると見られています。米国は、この分野でのリーダーシップを確保
し、国家安全保障と宇宙探査の目標を推進することを目指しています。

元記事: https://www.energy.gov/ne/articles/5-things-you-need-know-about-fission-surface-power-

systems

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.energy.gov/ne/articles/5-things-you-need-know-about-fission-surface-power-systems
https://www.energy.gov/ne/articles/5-things-you-need-know-about-fission-surface-power-systems


宇宙船産業、放射線・極限温度耐性を持つ高性能プラスチ
ックを構造・電気システムに採用

概要

Torlon PAI、PEEK、Ultem PEIなどの高性能プラスチックは、その卓越した耐放射線性
および極端な温度下での特性維持能力により、宇宙船に不可欠な材料として広く採用
されています。これらの材料は、構造、電気、流体、機械システムなど多岐にわたる

用途で利用され、厳しい可燃性および発煙基準に準拠しています。試験によって高い
耐放射線性が確認されており、宇宙環境における長期信頼性と軽量化の要求に最適な
ソリューションを提供します。

公開日 2026年05月29日  Drake Plastics  アメリカ



詳細

主要成果

宇宙船産業において、Torlon PAI、PEEK、Ultem PEIといった高性能プラスチックが、そ
の優れた耐放射線性、極限温度下での安定した特性維持能力、および軽量性から、不可
欠な材料として広く採用されています。これらの材料は、宇宙の過酷な環境に耐えうる
長期信頼性と安全性を確保しつつ、構造、電気、流体、および機械システムに組み込ま
れています。

技術・臨床詳細

高性能プラスチックは、特に宇宙船のソーラーアレイ展開機構、絶縁体、取り付け金
具、ファスナーといったコンポーネントに利用されています。Ryton R-4 PPSやVespel

PIなどのポリマーも、その性能が評価されています。 American Composites

Manufacturing Learning Centerなどで行われた試験では、これらのポリマーが極低温か
ら超高温、そして高レベルの宇宙放射線環境下でも、物理的強度と電気的特性を維持す
ることが確認されています。さらに、これらの材料は宇宙船に課せられる厳しい可燃性
および発煙基準に準拠しており、宇宙飛行士の安全とミッションの成功に貢献していま
す。

背景・業界文脈

宇宙船の設計と製造においては、軽量化、耐久性、そして信頼性が常に最優先されま
す。従来の金属材料と比較して、高性能プラスチックは大幅な軽量化を実現できるだけ
でなく、金属疲労や腐食のリスクが低く、熱膨張係数の調整も比較的容易です。特に、
地球低軌道（LEO）から深宇宙まで、様々な軌道で遭遇する放射線は、電子機器や材料
に損傷を与える可能性があり、耐放射線性の高い材料は不可欠です。高性能プラスチッ
クの採用は、ミッションの期間延長、ペイロード能力の向上、そして全体的なコスト削
減に寄与します。



今後の展望

高性能プラスチック技術の継続的な進化は、将来の宇宙船設計にさらなる革新をもたら
すでしょう。より高性能で多機能なポリマーの開発は、宇宙探査の新たな可能性を切り
開き、月面基地や火星ミッション、さらには軌道上製造といった次世代の宇宙活動をサ
ポートするための重要な要素となります。宇宙環境での長期運用が常態化するにつれ
て、これらの材料は、宇宙船の構造をより軽量で堅牢にし、システム全体の効率と信頼
性を向上させる上で、ますます重要な役割を果たすと予測されます。

元記事: https://drakeplastics.com/aerospace/high-performance-plastics-in-the-spacecraft-industry/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://drakeplastics.com/aerospace/high-performance-plastics-in-the-spacecraft-industry/


米国宇宙軍、SpaceXに41.6億ドルで航空目標追跡衛星網
構築契約、2028年までに配備へ

概要

米国宇宙軍はSpaceXに対し、宇宙ベース航空移動目標指示（SB-AMTI）プログラムの
一環として、空中目標を追跡する衛星コンステレーションを2028年までに構築するた
め、41.6億ドルの巨額契約を授与しました。これはSpaceXにとって短期間で2番目の主

要契約であり、数日前に獲得した宇宙データネットワーク向けの約23億ドルの契約に
続くものです。このプログラムは、係争中の空域における持続的な戦闘空間認識のた
めの宇宙能力活用という戦略的な転換を意味し、従来の航空機監視システムが直面す

る脅威に対応します。

公開日 2026年05月29日  DefenseScoop  アメリカ



詳細

主要成果

米国宇宙軍は、SpaceXに41.6億ドル（約6,500億円超）の契約を授与し、2028年までに
航空目標を宇宙から追跡・標的化する衛星コンステレーションを構築することを決定し
ました。この契約は、宇宙軍の「宇宙ベース航空移動目標指示（Space-Based Airborne

Moving Target Indicator: SB-AMTI）」プログラムの加速を目的としており、空中の航空
機、ドローン、巡航ミサイルといった脅威を地球規模で持続的に監視する能力を提供し
ます。

技術・臨床詳細

SB-AMTIプログラムは、低軌道（LEO）に多数の小型衛星を配備し、協調して地球上の
広範囲を常時監視する能力を持つことを目指しています。これらの衛星は、高度なセン
サーとデータ処理能力を搭載し、従来の航空機ベースの監視システムでは困難だった、
敵対的な対アクセス/エリア拒否（A2/AD）環境下でも機能するように設計されていま
す。SpaceXは、独自の衛星製造能力とファルコン9などの打ち上げサービスを組み合わ
せることで、この大規模なコンステレーションを効率的かつ迅速に展開する計画です。
これにより、米軍は世界中の潜在的な脅威に対するリアルタイムの状況認識と早期警戒
能力を大幅に向上させることが可能となります。

背景・業界文脈

今回の契約は、SpaceXが宇宙データネットワーク向けに獲得した約23億ドルの契約に
続くもので、同社の宇宙防衛分野における存在感と重要性が飛躍的に高まっていること
を示しています。米国防総省は、従来の地上および航空機ベースの監視システムが、中
国やロシアのような先進的な敵対勢力の攻撃能力によって脆弱化するリスクを認識して
います。そのため、宇宙ベースの監視・追跡能力を強化することは、国家安全保障戦略
の重要な柱となっています。SB-AMTIは、戦闘空間における情報収集、指揮統制、精密
標的化の能力を根本的に変革する可能性を秘めています。



今後の展望

この41.6億ドル規模の契約は、宇宙軍の次世代監視能力の中核を形成し、2028年という
期限までに衛星群を運用開始することを目指します。SpaceXはSB-AMTIベンダープール
に選定された9社のうち最初の1社であり、今後も追加の契約が他の企業に授与される可
能性があります。このプログラムの成功は、宇宙における防衛支出の増加と、国家安全
保障のための堅牢な宇宙インフラの必要性という広範なトレンドを浮き彫りにしていま
す。将来的には、このような宇宙ベースの追跡能力が、ミサイル防衛やその他の軍事作
戦において不可欠な要素となり、世界の安全保障環境に大きな影響を与えることが予想
されます。

元記事: https://www.airandspaceforces.com/space-force-spacex-4b-airborne-target-tracking-satellites/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.airandspaceforces.com/space-force-spacex-4b-airborne-target-tracking-satellites/


NASA、月面での長期探査に向けISRU・核分裂電力・Blue
Alchemist含む月面技術を推進

概要

NASAは、アルテミスミッションでの月面長期探査と科学を可能にするため、現地資源
利用（ISRU）、核分裂型表面電力、ラジオアイソトープ電力システムなど、月面技術
の進歩を加速させています。主要な開発には、2030年に予定されている月面原子炉1

（Lunar Reactor-1）や、Blue OriginのBlue Alchemistプロジェクトによるレゴリスから
の拡張可能な太陽光発電の実証が含まれます。これらの取り組みは、月面通信インフ
ラ、月塵対策、着陸パッド建設技術もカバーし、自給自足可能な月面基地の確立に不

可欠です。

公開日 2026年06月02日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、月面での長期探査と科学ミッションを可能にするため、月面技術の進歩を積
極的に推進しています。特に、現地資源利用（ISRU）、核分裂型表面電力システム、お
よびラジオアイソトープ電力システム「Harmonia」の開発に注力しており、自給自足
可能な月面基地の確立に向けた重要なステップを踏み出しています。これにより、月面
における人類の持続的な存在が現実のものとなろうとしています。

技術・臨床詳細

ISRU技術は、月面レゴリスから水氷や金属を抽出し、飲料水、酸素、ロケット推進剤、
建設資材などを現地で生産することを可能にします。これにより、地球からの物資輸送
への依存を大幅に減らすことができます。エネルギー供給面では、NASAは2030年に月
面原子炉1（Lunar Reactor-1）を含む核分裂型表面電力システムの実証を予定してお
り、これは月の長い夜間でも継続的な高出力電力を供給します。また、Zeno Powerとの
連携によるHarmoniaラジオアイソトープ電力システムは、小規模な電力ニーズに対応
し、多様な電力ソリューションを提供します。さらに、 Blue Originの「 Blue

Alchemist」プロジェクトは、NASAのTipping Point投資を受け、月面レゴリスからシリ
コン太陽電池、アルミニウム線、酸素などを商業的に生産する拡張可能なシステムの実
証を進めています。通信インフラでは、2025年にNokiaが月面で4G/LTEシステムの展開
に成功しており、月面活動の効率化に貢献しています。

背景・業界文脈

アルテミス計画は、人類を再び月へ送り、持続可能な月面での存在を確立することを目
標としています。この壮大なビジョンを実現するためには、月面の厳しい環境下で機能
する堅牢で自給自足可能なインフラが不可欠です。ISRUや核分裂型電力システムは、地
球からの物流コストを削減し、ミッションのリスクを低減する上で極めて重要な役割を
果たします。月面塵の緩和技術や着陸パッドの建設技術も、安全で持続的な運用に欠か
せない要素です。民間企業の参加とNASAの投資は、この分野の技術革新を加速させて
おり、宇宙経済の新たなフロンティアを開拓しています。



今後の展望

これらの月面技術の継続的な発展は、将来の月面基地の建設と運用、さらには火星探査
ミッションへの足がかりとなります。ISRUの商業的実現可能性が月面で実証されれば、
宇宙探査のあり方が根本的に変わる可能性があります。核分裂型電力システムの実用化
は、月面活動の範囲と持続性を大幅に拡大し、科学研究、資源探査、さらには宇宙ツー
リズムといった新たな産業の創出を促進するでしょう。NASAは、これらの技術を通じ
て、人類が宇宙で「生活し、働き、科学を行う」能力を強化し、最終的には地球を超え
た場所での居住を可能にすることを目指しています。

元記事: https://www.nasa.gov/lunar-surface-technology/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/lunar-surface-technology/


ISS微小重力下で幹細胞の3D組織成長を加速、癌治療と再
生医療に革新的知見

概要

国際宇宙ステーション（ISS）での微小重力研究により、幹細胞が地球上よりも速く、
より現実的な3D組織構造に成長することが示され、癌治療と再生医療に新たな知見を
もたらしています。このユニークな環境は、腫瘍の成長、組織の修復、免疫疾患をよ

り正確に研究することを可能にし、より迅速な薬剤試験と個別化医療へと繋がる可能
性を秘めています。Mayo Clinicの科学者は、微小重力下で増殖した間葉系幹細胞が、
地球で培養されたものより優れた免疫抑制能力を持つことを発見しました（npj

Microgravity、2024年）。

公開日 2026年05月29日  The Economic Times  インド



詳細

主要成果

国際宇宙ステーション（ISS）における微小重力環境での幹細胞研究が、癌治療と再生
医療の分野で画期的な知見をもたらしています。微小重力下では、幹細胞が地球上で培
養されたものよりもはるかに速く、より生体内の状態に近い現実的な3D組織構造へと成
長することが確認されました。この発見は、疾患のメカニズム解明や新たな治療法の開
発を加速させる可能性を秘めています。

技術・臨床詳細

科学者たちは、この微小重力条件を積極的に利用して、癌細胞の成長、組織の修復プロ
セス、および様々な免疫疾患を地球上よりも高精度に研究しています。微小重力環境
は、細胞間の接着や組織形成に影響を与える物理的力を変化させるため、細胞がより自
然な3D構造を形成しやすくなります。例えば、Mayo Clinicの科学者が2024年に『npj
Microgravity』に発表した研究では、微小重力下で培養された間葉系幹細胞（MSC）
が、地球上で培養されたMSCと比較して顕著に優れた免疫抑制能力を示すことが明らか
にされました。これにより、移植拒絶反応の抑制や自己免疫疾患の治療において、より
効果的な細胞療法が開発される可能性が示唆されています。また、InSPA-StemCellEX-
H2調査のようなプロジェクトは、宇宙での血液幹細胞の大量生産を目指しており、これ
は個別化医療や臓器再生の分野に革命をもたらす可能性があります。

背景・業界文脈

地球上の研究室では、幹細胞は主に2D培養で増殖しますが、これは生体内の複雑な3D

環境を完全に再現できません。そのため、癌の進行、薬剤耐性、疾患モデルの研究にお
いて限界がありました。ISSのような宇宙ベースの研究所は、地球の重力によって隠さ
れていた生物学的プロセスを明らかにする独自の環境を提供します。これにより、研究
者たちは腫瘍の微小環境、組織の修復メカニズム、免疫応答の変化などをより正確に理
解できるようになります。微小重力研究は、創薬の迅速化、より効果的な個別化医療の
開発、そして最終的には臓器再生のブレークスルーへの道を開くものとして注目されて
います。



今後の展望

微小重力下での幹細胞研究は、癌やその他の致死的な疾患に対する新たな治療法開発を
加速させる可能性を秘めています。この技術がさらに発展すれば、より安全で効果的な
薬剤の迅速なスクリーニングが可能となり、患者一人ひとりに最適化された治療法の提
供が期待されます。また、宇宙環境を利用した組織工学の進展は、損傷した臓器や疾患
によって機能不全に陥った組織を再生するための画期的なアプローチを生み出すかもし
れません。ISSの運用終了が近づく中、Vastなどの民間企業が商業宇宙ステーションを展
開し、この重要な研究を引き継ぐ計画を進めており、宇宙でのバイオテクノロジー研究
の未来は明るいとされています。

元記事: https://m.economictimes.com/news/international/us/could-space-grown-stem-cells-unlock-

faster-cancer-treatments-and-revolutionize-organ-regeneration-breakthroughs-nasas-iss-experiments-

are-revealing-surprising-answers-about-the-power-of-microgravity-

medicine/articleshow/131392344.cms

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://m.economictimes.com/news/international/us/could-space-grown-stem-cells-unlock-faster-cancer-treatments-and-revolutionize-organ-regeneration-breakthroughs-nasas-iss-experiments-are-revealing-surprising-answers-about-the-power-of-microgravity-medicine/articleshow/131392344.cms
https://m.economictimes.com/news/international/us/could-space-grown-stem-cells-unlock-faster-cancer-treatments-and-revolutionize-organ-regeneration-breakthroughs-nasas-iss-experiments-are-revealing-surprising-answers-about-the-power-of-microgravity-medicine/articleshow/131392344.cms
https://m.economictimes.com/news/international/us/could-space-grown-stem-cells-unlock-faster-cancer-treatments-and-revolutionize-organ-regeneration-breakthroughs-nasas-iss-experiments-are-revealing-surprising-answers-about-the-power-of-microgravity-medicine/articleshow/131392344.cms
https://m.economictimes.com/news/international/us/could-space-grown-stem-cells-unlock-faster-cancer-treatments-and-revolutionize-organ-regeneration-breakthroughs-nasas-iss-experiments-are-revealing-surprising-answers-about-the-power-of-microgravity-medicine/articleshow/131392344.cms


日本のSpace Walker、再利用可能有翼ロケット「ECO
ROCKET」開発プロジェクトが破産で頓挫

概要

東京理科大学発の日本のスタートアップSpace Walkerによる、航空機のように離着陸
可能な再利用可能な有翼ロケット「ECO ROCKET」の開発プロジェクトは、同社が
2026年2月に破産手続きに入ったことで頓挫しました。JAXAからの初期投資と支援を

受けていたこの野心的なプロジェクトは、再利用性、クリーンな燃料、空港のような
運用を組み合わせることで宇宙輸送のコスト削減と環境負荷軽減を目指していまし
た。しかし、商業化には至らず、日本の宇宙産業における重要な取り組みの一つが停

止しました。

公開日 2026年06月01日  CPG Click Oil and Gas  日本



詳細

主要成果

東京理科大学から生まれた日本のスタートアップ、Space Walkerが開発を進めていた、
再利用可能な有翼ロケット「ECO ROCKET」のプロジェクトが、同社の2026年2月の破
産手続き入りにより停滞し、事実上頓挫しました。この革新的なロケットは、航空機の
ように滑走路から離着陸し、宇宙輸送のコストを大幅に削減することを目指していまし
た。

技術・臨床詳細

「ECO ROCKET」は、完全な再利用性とクリーンな燃料の使用を特徴とする有翼ロケッ
トとして構想されていました。これは、イーロン・マスク氏のSpaceXなどが開発する再
利用型ロケットと競合し、民間宇宙旅行や衛星打ち上げ市場における日本の競争力を高
めることを目標としていました。2023年には、JAXA（宇宙航空研究開発機構）から有
人飛行向け準軌道宇宙飛行機開発加速のための初期投資を受けるなど、技術的な実現可
能性と将来性が高く評価されていました。しかし、技術開発の複雑さ、多額の資金需
要、そして商業化への道筋における課題が、プロジェクトの継続を困難にしたと考えら
れます。

背景・業界文脈

再利用可能なロケット技術は、宇宙輸送コストを劇的に削減し、宇宙へのアクセスを民
主化する可能性を秘めているため、世界の宇宙産業において最重要テーマの一つとなっ
ています。日本も、この分野での競争力を確保し、民間宇宙セクターを活性化させるべ
く、Space Walkerのようなスタートアップを支援してきました。しかし、新しいロケッ
ト技術の開発は極めて資本集約的であり、技術的なハードルだけでなく、市場参入、規
制、サプライチェーンの確立など、多くの課題が伴います。Space Walkerの破産は、宇
宙産業におけるスタートアップの厳しい現実と、資金調達の難しさを示す事例と言えま
す。



今後の展望

「ECO ROCKET」プロジェクトの停滞は、日本の航空宇宙セクターにとって大きな痛手
ですが、この分野での再利用可能な宇宙輸送技術への関心は依然として高いです。この
技術の将来は、潜在的な後継企業や、日本の航空宇宙セクターにおける新たな取り組み
に委ねられることになります。教訓としては、革新的な技術開発だけでなく、持続可能
なビジネスモデルと強固な資金基盤の確立が、宇宙スタートアップの成功には不可欠で
あることが改めて浮き彫りになりました。今後、日本がこの分野でどのように再起を図
るのか、その動向が注目されます。

元記事: https://en.clickpetroleoegas.com.br/japan-promised-a-reusable-rocket-with-wings-to-take-off-

and-land-like-a-plane-to-compete-with-elon-musk-and-other-space-billionaires-but-pla-afch/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://en.clickpetroleoegas.com.br/japan-promised-a-reusable-rocket-with-wings-to-take-off-and-land-like-a-plane-to-compete-with-elon-musk-and-other-space-billionaires-but-pla-afch/
https://en.clickpetroleoegas.com.br/japan-promised-a-reusable-rocket-with-wings-to-take-off-and-land-like-a-plane-to-compete-with-elon-musk-and-other-space-billionaires-but-pla-afch/


ISSナショナルラボ、微小重力研究で疾患モデリング・再
生医療・材料生産のブレークスルーを推進

概要

国際宇宙ステーション（ISS）ナショナルラボは、持続的な微小重力研究を通じて、疾
患モデリング、組織工学、治療法開発、材料生産といった多岐にわたる分野で画期的
な進歩を推進し、低軌道（LEO）の商業化を加速させています。専門家たちは、癌の

進行や薬剤耐性に関する新たな洞察を含む、宇宙ベースの科学が生物医学分野にもた
らすブレークスルーについて議論しました。Encapsulateのようなスタートアップ企業
は、ISSへのアクセスを活用して研究開発を進めており、官民パートナーシップが基礎

研究への資金提供を増やしています。

公開日 2026年05月29日  ISS National Lab  アメリカ



詳細

主要成果

国際宇宙ステーション（ISS）ナショナルラボは、微小重力というユニークな環境を最
大限に活用し、疾患モデリング、組織工学、治療法開発、材料生産など、多岐にわたる
分野で画期的な研究成果を上げ、低軌道（LEO）の商業化を強力に推進しています。こ
の宇宙ベースの研究所は、地球上では困難な生物学的・物理的現象の解明に貢献し、人
類の健康と技術革新に直接的な利益をもたらしています。

技術・臨床詳細

ISSナショナルラボでの研究は、微小重力環境が細胞の成長、組織形成、遺伝子発現に
与える影響を深く探求しています。例えば、癌研究では、微小重力下で培養された腫瘍
細胞が、地球上で見られるものとは異なる成長パターンや薬剤耐性を示すことが発見さ
れており、これは新しい抗がん剤開発のための標的特定に役立つ可能性があります。組
織工学の分野では、幹細胞がよりリアルな3D組織構造を形成しやすいため、臓器や組織
の再生医療への応用が期待されています。また、ナノ医療用の金ナノスフェア生産改善
や、結晶成長、材料科学における新たな高機能材料の開発も進んでおり、これらの技術
は地球上での製造プロセスの改善や新製品の創出に繋がります。Encapsulateのようなス
タートアップ企業は、癌治療における薬剤候補のスクリーニングをISSで行い、その有
効性と安全性を検証しています。

背景・業界文脈

ISSは、過去10年以上にわたり、微小重力環境がもたらす科学的利点を活用した数多く
の研究プロジェクトを支援してきました。これにより、Merk & Co.がKeytrudaの再製剤
化に成功し、FDA承認を得るといった、商業的にも重要な成果が生み出されています。
しかし、ISSの軌道離脱が近づく中、この貴重な研究環境を維持し、さらに発展させる
ための課題が浮上しています。そのため、VastやRedwireといった民間企業が、商業宇
宙ステーションや軌道上製造技術の開発を進め、ISSの遺産を引き継ぐ動きが活発化し
ています。官民パートナーシップは、ISSでの基礎研究への資金提供を増やし、地球上
での健康成果に直接的な利益をもたらす応用や材料製造の改善を促進しています。



今後の展望

ISSナショナルラボが推進する微小重力研究の成果は、地球上での医療、製造、技術開
発に不可欠なものとなっています。今後、商業宇宙ステーションが低軌道に展開される
ことで、宇宙ベースの科学研究はさらに加速し、より多くの企業や研究者がこのユニー
クな環境を利用できるようになるでしょう。これにより、癌や神経変性疾患などの難病
に対する革新的な治療法、より効率的な薬剤開発、そして宇宙環境でしか実現できない
高機能材料の生産が可能となり、宇宙経済の成長と人類の生活の質の向上に大きく貢献
することが期待されます。宇宙は、単なる探査の場から、イノベーションと産業のフロ
ンティアへと進化しています。

元記事: https://issnationallab.org/press-releases/looking-to-the-future-from-a-space-based-lab/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://issnationallab.org/press-releases/looking-to-the-future-from-a-space-based-lab/


日本の清水建設、月赤道にソーラーパネル環「ルナリン
グ」建設構想を再提示、地球へ無限のエネルギー供給を目
指す

概要

日本の建設会社である清水建設は、月の赤道に太陽電池パネルの連続ベルトを建設

し、地球に無限のエネルギーを供給するという「ルナリング」構想を再浮上させまし
た。この野心的なプロジェクトは、月の大気がないことを利用して太陽光収集を最大
化し、収集したエネルギーをマイクロ波ビームと高エネルギーレーザーを介して地球

へワイヤレスで伝送することを計画しています。建設にはロボットによる自動化と月
レゴリスからの現地資源利用（ISRU）を大いに活用し、水と酸素を現地で合成するこ
とで、地球からの輸送コストを最小限に抑えることを目指します。

公開日 2026年05月31日  Interesting Engineering  日本



詳細

主要成果

日本の建設大手である清水建設は、「ルナリング」と呼ばれる革新的な構想を再提示し
ました。これは、月の赤道に沿って大規模な太陽電池パネルのベルトを建設し、そこか
ら得られた膨大な太陽エネルギーを地球へワイヤレスで供給することで、人類に無限の
クリーンエネルギーをもたらすことを目指すものです。

技術・臨床詳細

ルナリング構想の核となるのは、月の大気がないために可能となる高い太陽光収集効率
です。月面には、地球のように大気による減衰がないため、太陽光発電の効率が格段に
向上します。収集された電力は、マイクロ波ビームや高エネルギーレーザーに変換さ
れ、地球上の受電施設へとワイヤレスで送信される計画です。このプロジェクトは、建
設に際して高度なロボットによる自動化を前提としており、月面レゴリス（月の砂）を
建設材料や基本的な太陽電池の現地製造に活用する現地資源利用（ISRU）技術を大いに
取り入れます。これにより、水と酸素を現地で合成することも可能となり、地球からの
資材輸送コストを最小限に抑え、プロジェクトの経済的実現可能性を高めることを目指
します。

背景・業界文脈

地球が直面するエネルギー問題と気候変動の課題は深刻であり、再生可能で持続可能な
エネルギー源の探求が急務となっています。宇宙太陽光発電（SBSP）は、地球上の天候
や夜間に左右されず、24時間365日安定したエネルギーを供給できる可能性を秘めた技
術として、長年研究されてきました。月の赤道に建設されるルナリングは、このSBSPの
究極の形の一つと位置づけられます。日本の企業がこのような壮大な宇宙インフラ構想
をリードすることは、日本の技術力と未来志向の姿勢を示すものとして注目されます。
過去にも多くの宇宙太陽光発電の構想が提案されてきましたが、技術の進歩と宇宙開発
の商業化の加速により、現実味を帯びてきています。



今後の展望

ルナリング構想は、実現すれば地球のエネルギー問題を根本的に解決し、人類社会に計
り知れない利益をもたらす可能性があります。しかし、その実現には、月面での大規模
建設技術、無線送電技術、そして国際的な協力体制の構築など、まだ多くの技術的・政
治的・経済的な課題が残されています。月面でのISRU技術やロボットによる自律建設技
術の進歩は、このような大規模プロジェクトの実現に向けた重要なステップとなりま
す。清水建設のこの構想は、長期的な人類のエネルギー戦略において、宇宙が果たすべ
き役割について議論を喚起し、次世代の宇宙開発に向けた投資と研究を促すものとなる
でしょう。

元記事: https://www.futura-sciences.com/en/japan-plans-to-build-massive-solar-ring-around-the-

moon-for-endless-earth-energy_33181/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.futura-sciences.com/en/japan-plans-to-build-massive-solar-ring-around-the-moon-for-endless-earth-energy_33181/
https://www.futura-sciences.com/en/japan-plans-to-build-massive-solar-ring-around-the-moon-for-endless-earth-energy_33181/


中国、神舟22号で宇宙飛行士3名を7ヶ月の天宮宇宙ステ
ーションミッションから無事地球に帰還

概要

中国の神舟22号宇宙船が、2026年5月29日に天宮宇宙ステーションでの7ヶ月間のミッ
ションを終えた3人の中国人宇宙飛行士を無事地球に帰還させました。当初の帰還は神
舟20号カプセルで行われる予定でしたが、窓に宇宙デブリによる亀裂が発見されたた

め、神舟22号が代替船として使用されました。このミッションの成功は、中国の有人
宇宙飛行技術の堅牢性と、緊急事態への対応能力を示しています。

公開日 2026年05月29日  Reddit (r/space)  中国



詳細

主要成果

中国国家航天局は、2026年5月29日に神舟22号宇宙船を用いて、天宮宇宙ステーション
で7ヶ月間任務に就いていた中国人宇宙飛行士3名を無事地球に帰還させることに成功し
ました。これは、中国の有人宇宙飛行プログラムにおける重要な節目であり、長期間に
わたる宇宙滞在を安全に管理できる能力を改めて示しました。

技術・臨床詳細

神舟22号は、当初の帰還用カプセルである神舟20号の窓に宇宙デブリによる亀裂が発見
されたため、代替として使用されたバックアップ船でした。このような緊急事態におい
て、バックアップシステムが機能し、乗組員を安全に帰還させたことは、中国の宇宙技
術の成熟度と堅牢性を証明するものです。宇宙飛行士たちは、内モンゴルの東風着陸地
点に無事着陸し、ミッションは成功裏に完了しました。このミッションの前後には、
Long March 12Bロケットによる銭帆衛星のサプライズ打ち上げや、香港初の宇宙飛行士
を乗せた神舟23号ミッションの話題、さらに神舟21号ミッションが3人の宇宙飛行士と4

匹のマウスを宇宙ステーションに運んだことなども議論されました。これらの活動は、
中国が衛星展開、月面探査、有人宇宙飛行の分野で継続的に努力していることを示して
います。

背景・業界文脈

中国は近年、宇宙開発に多大な投資を行い、天宮宇宙ステーションの建設と運用、月・
火星探査ミッション、そして独自の衛星ネットワーク構築など、目覚ましい進展を遂げ
ています。有人宇宙飛行は、国家の技術力と国際的な地位を示す重要な指標であり、中
国は米国やロシアと並ぶ主要な宇宙強国としての存在感を確立しています。今回のミッ
ションにおける窓の亀裂というインシデントは、宇宙デブリが宇宙活動に与えるリスク
の現実を改めて浮き彫りにしましたが、中国の迅速かつ効果的な対応は、同国の宇宙プ
ログラムの信頼性を高める結果となりました。



今後の展望

神舟22号ミッションの成功は、中国の宇宙ステーションプログラムの着実な進展と、将
来の有人深宇宙探査に向けた自信を強化するものです。中国は、再利用可能な重軌道ロ
ケットの開発や、西側諸国の宇宙支配に挑戦するための1,000基の衛星インターネット
コンステレーションの迅速な大量生産計画など、さらに野心的な宇宙政策を推進してい
ます。今後も中国は、宇宙分野での国際協力を深めつつ、自国の宇宙能力を拡大し続け
ると予想され、その動向は世界の宇宙産業と地政学に大きな影響を与え続けるでしょ
う。特に2026年には、月面南極での水氷探査を目的とした嫦娥7号の打ち上げや、神舟
24号ミッションも計画されており、中国の宇宙活動はさらなる加速が期待されます。

元記事:

https://www.reddit.com/r/space/comments/1tr2pki/the_once_backup_ship_shenzhou22_successfully/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.reddit.com/r/space/comments/1tr2pki/the_once_backup_ship_shenzhou22_successfully/


月面基地技術が進化、ロボット建設・3Dプリンティン
グ・ISRUで月面居住地の現実化を加速

概要

月面基地技術の急速な進歩により、月面居住地の建設はSFの領域から現実のエンジニ
アリングプロジェクトへと移行しています。政府機関と民間企業は、今後10年以内に
人類をサポートする月面基地の確立を計画しており、その主要技術には、ロボットに

よる建設、月面レゴリスを用いたシェルターやインフラの3Dプリンティング、そして
水氷や酸素を抽出するための現地資源利用（ISRU）が含まれます。電力システムは、
日照時間の太陽電池と長い月夜に対応する原子力発電を組み合わせ、持続可能で効率

的な長期運用を目指します。

公開日 2026年05月30日  Tech Times  アメリカ



詳細

主要成果

月面基地技術の目覚ましい進歩により、かつてSFの夢であった月面居住地の建設が、急
速に現実のエンジニアリングプロジェクトへと変貌を遂げています。世界の政府機関と
民間企業は、今後10年以内に月面に人類をサポートする基地を確立する具体的な計画を
進めており、人類の宇宙植民の未来を形作っています。

技術・臨床詳細

月面基地建設の主要な技術革新には、高度なロボットシステムによる建設作業、月面レ
ゴリス（月の砂）を原材料としてシェルターやインフラを3Dプリンティングする技術が
含まれます。これにより、地球からの資材輸送コストを大幅に削減できます。また、水
氷や酸素を月面から直接抽出する現地資源利用（ISRU）は、飲料水、呼吸用酸素、ロケ
ット推進剤の供給源として不可欠です。電力システムは、日照地域では太陽電池を、最
大2週間続く極寒の長い月夜には安定した電力供給を可能にする原子力発電システムを
組み合わせることで、持続可能で効率的な長期運用を実現します。さらに、インフレー
タブル型居住施設のようなモジュラー設計も検討されており、柔軟かつ拡張性のある基
地構築を可能にします。これらの技術は、宇宙飛行士の生命維持だけでなく、月面での
科学研究や産業活動の基盤を築きます。

背景・業界文脈

アポロ計画以来、人類の月面帰還と月面での長期滞在は、主要な宇宙開発目標の一つで
した。近年、アルテミス計画のような国際的な取り組みや、Blue Origin、SpaceXなどの
民間企業の台頭により、月面探査は新たなフェーズに入っています。月は、深宇宙探査
への足がかりとして、また貴重な資源の宝庫として、その戦略的重要性が再認識されて
います。特に、月面南極に存在する水氷は、将来の月面活動にとって極めて重要な資源
であり、これを活用するISRU技術の開発は、自給自足可能な基地の実現に不可欠です。
月面基地技術の進歩は、単なる科学的探求に留まらず、宇宙経済の発展、新たな産業の
創出、そして究極的には人類の多惑星種化に向けた第一歩となります。



今後の展望

月面基地技術の継続的な発展は、人類の宇宙での活動を根本的に変える可能性を秘めて
います。今後数年間で、ロボットによる建設やISRU技術の実証ミッションが加速し、月
面基地の具体的な設計と建設が本格化するでしょう。NASAは2030年代半ばまでに恒久
的な月面基地の確立を目指しており、AstrolabやLunar Outpostなどの企業が、宇宙飛行
士が到着する前にリスクを低減するため、2028年までに偵察や資源事前配置を行うロー
バーを展開する予定です。月面基地は、科学研究、資源探査、さらには宇宙観光の拠点
として機能し、将来の火星ミッションのための重要なテストベッドともなります。これ
らの技術は、人類が地球の限界を超えて生活し、働くための基盤を築き、宇宙植民の夢
を現実のものとするでしょう。

元記事: https://www.techtimes.com/articles/317414/20260530/lunar-habitats-moon-base-technology-

shaping-future-space-colonization.htm

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.techtimes.com/articles/317414/20260530/lunar-habitats-moon-base-technology-shaping-future-space-colonization.htm
https://www.techtimes.com/articles/317414/20260530/lunar-habitats-moon-base-technology-shaping-future-space-colonization.htm


月面ISRU技術が月面物質から水・酸素・燃料・建材を生
成、火星ミッションへの応用も期待

概要

月の現地資源利用（ISRU）は、月面に存在する材料（水氷、酸素含有レゴリスなど）
から水、酸素、燃料、建設資材などの有用な物資を生産するための包括的なプロセス
チェーンを指します。この技術には、探査、掘削、処理、貯蔵、電力、輸送、利用と

いった複数の工程が含まれ、その商業的実現可能性は月面条件での実証にかかってい
ます。月面ISRUは、将来の火星探査ミッションで必要となる手法の試験場としても機
能し、長期的な宇宙探査の持続可能性を飛躍的に向上させる可能性を秘めています。

公開日 2026年06月04日  New Space Economy  カナダ



詳細

主要成果

月面現地資源利用（ISRU）技術は、月面に存在する豊富な材料を、将来の月面基地や深
宇宙ミッションにとって不可欠な有用な物資へと変換するための包括的なプロセスチェ
ーンを確立しています。この技術により、水、酸素、燃料、建設資材などを現地で生産
することが可能となり、地球からの高コストな輸送への依存を大幅に削減できます。

技術・臨床詳細

月面ISRUは、まず資源の「探査」から始まります。月の水は、氷、水酸基、鉱物に結合
した水素、そしてトラップされた揮発性物質として存在し、その存在形態と量は地質、
温度、深さ、濃度、電力アクセスといった要因に依存します。次に「掘削」によってこ
れらの材料を採取し、「加熱」によって水氷や揮発性物質を昇華させます。その後、
「捕獲」と「精製」によって純粋な水や酸素を分離し、「貯蔵」システムで安全に保管
します。レゴリスからの酸素生産も重要であり、これを活用することで、呼吸用酸素や
ロケット推進剤（液化酸素と液化水素）を供給できます。商業的実現可能性は、実験室
での成功だけでなく、実際の月面条件での大規模な実証にかかっています。月面ISRU

は、環境の違いがあるものの、将来の火星ミッションのための掘削、処理、自律性、電
力、貯蔵、表面建設方法を試す機会も提供します。多角的なアプローチとして、水と酸
素の同時生産や、レゴリスを建設材料や放射線遮蔽材として利用する計画も進んでいま
す。

背景・業界文脈

宇宙探査の次のフロンティアは、月面や火星での恒久的な人類の存在を確立することで
す。この目標を達成するためには、地球から全ての物資を輸送する現在のモデルは経済
的・物流的に持続可能ではありません。ISRUは、このパラダイムを変え、宇宙探査を持
続可能なものにするための鍵となります。アポロ計画以来、NASAやその他の宇宙機関
はISRU技術の可能性を認識していましたが、近年、技術の進歩と商業宇宙セクターの台
頭により、その実用化が加速しています。特に月面南極に存在する豊富な水氷は、この
技術の実現可能性を大きく高めています。



今後の展望

月面ISRU技術の開発は、将来の月面基地の自給自足能力を決定づける上で極めて重要で
す。この技術が成熟すれば、月面基地の建設、科学研究、資源採掘、そして月周回軌道
や深宇宙へのミッションのための燃料補給ハブとしての機能が強化されます。また、
ISRU技術は、地球からの輸送コストを劇的に削減し、宇宙経済の発展に新たなビジネス
チャンスをもたらすでしょう。この進展は、人類が宇宙に居住し、活動する能力を大幅
に拡大するものであり、最終的には人類の多惑星種化という壮大な目標への道を開くこ
とになります。

元記事: https://newspaceeconomy.ca/2026/06/04/how-do-lunar-isru-technologies-and-processes-turn-

moon-materials-into-useful-supplies/?amp=1

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://newspaceeconomy.ca/2026/06/04/how-do-lunar-isru-technologies-and-processes-turn-moon-materials-into-useful-supplies/?amp=1
https://newspaceeconomy.ca/2026/06/04/how-do-lunar-isru-technologies-and-processes-turn-moon-materials-into-useful-supplies/?amp=1


ジョージア工科大学、従来の30倍耐久性を持つ耐放射線性
強誘電体NANDメモリチップを開発

概要

ジョージア工科大学の研究者たちは、従来のフラッシュメモリより30倍耐久性が高
く、1億回のX線照射に相当する放射線量に耐えることができる、新しい耐放射線性強
誘電体NANDメモリチップを開発しました。この画期的な技術は、特定の材料が永続

的な自発的電荷を保持する強誘電性という現象を利用しており、宇宙放射線によるデ
ータ分極の撹乱を極めて困難にします。この技術は、宇宙の過酷な環境でのデータ破
損という課題に対処し、深宇宙ミッションにおけるデータストレージの信頼性と宇宙

船の自律性を大幅に向上させることを目指しています。

公開日 2026年05月29日  Universe Today  アメリカ



詳細

主要成果

ジョージア工科大学の研究者チームは、宇宙の過酷な放射線環境に耐えうる、革新的な
耐放射線性強誘電体NANDメモリチップを開発しました。この新しいメモリチップは、
従来のフラッシュメモリと比較して約30倍の耐久性を持ち、最大1億回のX線照射に相当
する放射線量に耐えることができるとされています。この技術は、深宇宙ミッションに
おけるデータ破損の課題を根本的に解決し、宇宙船の長期的な運用信頼性を飛躍的に向
上させる可能性を秘めています。

技術・臨床詳細

この画期的なメモリチップは、「強誘電性」という現象を応用しています。強誘電性材
料は、外部電界なしに永続的な自発的電荷（分極）を保持する特性を持ちます。この分
極状態は、放射線に晒されても容易に撹乱されにくいため、データを極めて安定的に保
持することが可能です。具体的には、このチップは最大1 MGy（100万グレイ、または1

億ラド）という極端な累積放射線曝露にも耐えることが確認されています。従来のフラ
ッシュメモリは、放射線によってビットが反転したり、データが消失したりするリスク
が常にありましたが、強誘電体メモリはこれらの課題を克服します。この耐放射線性に
より、宇宙船に搭載されるAIプロセッサや自律システムが、深宇宙での長時間ミッショ
ンにおいても、データの完全性とシステムの安定性を維持できるようになります。

背景・業界文脈

深宇宙探査ミッションでは、地球の磁気圏による保護がないため、太陽フレアや銀河宇
宙線といった高エネルギー放射線に常に晒されます。このような環境下では、一般的な
電子機器は容易に故障したり、データが破損したりするため、宇宙船には極めて堅牢な
「放射線硬化型（radiation-hardened）」コンポーネントが不可欠です。しかし、既存
の放射線硬化型メモリは、高価で容量が限られているという課題がありました。ジョー
ジア工科大学の研究は、これらの課題に対し、高性能かつ高耐久性、そして将来的には
コスト効率の高いソリューションを提供するものです。この技術は、月面基地や火星ミ
ッション、そして長期的な探査ローバーなど、深宇宙における多様なアプリケーション
でのデータストレージと処理に革命をもたらすことが期待されます。



今後の展望

この耐放射線性強誘電体NANDメモリチップの開発は、宇宙探査の新たなフロンティア
を切り開く可能性を秘めています。より信頼性の高いデータストレージは、深宇宙ミッ
ションの成功率を向上させ、収集される科学データの質と量を大幅に向上させます。ま
た、宇宙船の自律性を高めることで、地球からの指令遅延による課題を軽減し、複雑な
タスクをオンボードでリアルタイムに処理できるようになります。将来的には、この技
術が商用衛星や低軌道（LEO）ベースのAIデータセンターにも応用され、宇宙インフラ
全体の信頼性と性能向上に貢献することが期待されます。このブレークスルーは、人類
が宇宙の過酷な環境でより長く、より安全に活動するための基盤を強化するものです。

元記事: https://www.universetoday.com/articles/the-flash-memory-that-space-cant-destroy

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.universetoday.com/articles/the-flash-memory-that-space-cant-destroy


NASA、火星への移動時間を3〜4ヶ月に短縮するため核推
進技術の開発を加速

概要

NASAは、火星への移動時間を現在の6ヶ月以上から3〜4ヶ月に大幅に短縮するため、
核熱推進と核電気推進の両方を含む核推進技術の開発に積極的に投資しています。
2025年12月に就任したジャレッド・アイザックマン長官が核技術の推進者であり、

2028年後半には無人核推進ミッション「SR-1 Freedom」の打ち上げが予定されていま
す。核熱推進は、原子炉で水素推進剤を過熱して推力を生成し、化学ロケットよりも
はるかに高い効率を実現することで、ミッション期間の短縮と宇宙飛行士の放射線被

ばく低減という課題に対処します。

公開日 2026年06月05日  ARU  イギリス



詳細

主要成果

NASAは、火星への有人移動時間を現在の6ヶ月以上から3〜4ヶ月へと劇的に短縮するた
め、核推進技術の開発に大規模な投資を行っています。この戦略的な転換は、深宇宙探
査の実現可能性を飛躍的に高め、人類の火星への到達を加速させることを目的としてい
ます。

技術・臨床詳細

NASAの宇宙核推進プログラムは、主に二つのアプローチに焦点を当てています。一つ
は「核熱推進（NTP）」で、核反応炉を熱源として水素のような軽量推進剤を高温に過
熱し、ノズルから噴射することで推力を得ます。NTPは、化学ロケットよりも大幅に効
率が高く、同じ推進剤量でより大きな推力と長い加速時間を提供できます。もう一つは
「核電気推進（NEP）」で、原子炉からの電力を利用して電気推進器（イオンエンジン
など）を駆動し、非常に高い比推力で長時間加速します。この効率的な推進システムに
より、火星までの移動時間を短縮できるだけでなく、宇宙飛行士の放射線被ばく期間も
短縮され、ミッション全体の安全性と実現可能性が向上します。新しいNASA長官であ
るジャレッド・アイザックマン氏は、2025年12月の就任以来、核技術の強力な推進者で
あり、そのリーダーシップの下、2028年後半には無人核電気推進ミッションである
「SR-1 Freedom」の飛行実証が計画されています。

背景・業界文脈

火星への有人ミッションは、地球からの距離が遠く、移動に長期間を要するため、宇宙
飛行士の放射線被ばく、食料・物資の供給、精神的・肉体的健康維持など、数多くの課
題に直面します。化学推進ロケットの限界が認識される中で、核推進は数十年前から理
論的に最も有望な解決策として研究されてきました。しかし、技術的な複雑さ、コス
ト、安全性への懸念から、その実用化は遅れていました。近年、小型原子炉技術の進歩
と、深宇宙探査への国際的な関心の高まりが、核推進技術の再評価と開発加速の原動力
となっています。今回のNASAの大型投資は、米国が宇宙探査において新たなフロンテ
ィアを切り開くという強い意思の表れです。



今後の展望

SR-1 Freedomミッションの成功は、核電気推進技術の実用化に向けた重要なマイルス
トーンとなり、将来の有人火星ミッションの実現可能性を大きく高めます。火星への移
動時間が3〜4ヶ月に短縮されれば、ミッションの柔軟性が増し、宇宙飛行士の健康リス
クが軽減され、より多くの科学的ペイロードを搭載できるようになります。これによ
り、人類が火星に恒久的な基地を建設し、長期的な探査を行うための基盤が築かれるで
しょう。核推進技術は、火星だけでなく、外太陽系の他の天体への探査ミッションにも
応用可能であり、人類の深宇宙探査の範囲を飛躍的に拡大する可能性を秘めています。
この分野への継続的な投資は、宇宙産業全体の技術革新を刺激し、新たな産業の創出に
も繋がると期待されています。

元記事: https://www.aru.ac.uk/news/nasa-bets-big-on-nuclear-to-cut-journey-times-to-mars

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.aru.ac.uk/news/nasa-bets-big-on-nuclear-to-cut-journey-times-to-mars


KSATとiQPS、ニアリアルタイム地球観測データサービス
実現に向け長期戦略提携を深化、SAR衛星36機体制構築へ

概要

グローバルミッションサービスプロバイダーのKongsberg Satellite Services（KSAT）
と、高分解能小型合成開口レーダー（SAR）衛星コンステレーションを構築する日本
のiQPSは、「QPS-SARプロジェクト」をさらに加速させるための長期戦略的提携の深

化を発表しました。このプロジェクトは、36機の小型SAR衛星コンステレーションを
構築し、世界のほぼどこでも平均10分間隔でニアリアルタイムの地球観測データを提
供することを目指します。iQPSは、九州大学の20年以上にわたる小型衛星開発の専門

知識と、日本の25社以上のパートナー企業の支援を受けており、KSATは東京にオフィ
スを設立し、アジア市場へのコミットメントを強化しています。

公開日 2026年06月03日  KSAT  ノルウェー



詳細

主要成果

グローバルミッションサービスプロバイダーのKongsberg Satellite Services（KSAT）
と、高分解能小型合成開口レーダー（SAR）衛星コンステレーションを構築する日本の
主要企業iQPSは、ニアリアルタイム地球観測データサービスを実現するための長期戦略
的提携をさらに深化させると発表しました。この提携は、iQPSの「QPS-SARプロジェク
ト」を加速させ、世界のほぼ全域で平均10分間隔という前例のない頻度で、地球観測デ
ータを提供することを目指します。

技術・臨床詳細

「QPS-SARプロジェクト」の核となるのは、36機もの小型SAR衛星からなるコンステレ
ーションです。SAR衛星は、天候や昼夜に左右されずに地表を観測できるため、従来の
光学衛星では困難だった悪天候時や夜間の高精度なデータ収集が可能です。iQPSは、九
州大学の教授陣によって2005年に設立され、20年以上にわたる小型衛星開発の専門知識
を結集しています。その技術力は、日本の25社以上のパートナー企業からの支援によっ
て支えられています。KSATは、世界中に広がるグラウンドステーションネットワークを
提供し、iQPSが収集した大量のSARデータを効率的に受信・処理・配信する役割を担い
ます。この統合されたシステムにより、農業、防災、インフラ監視、海洋監視、安全保
障など、幅広い分野でニアリアルタイムの情報が提供可能となります。

背景・業界文脈

地球観測市場は、気候変動への対応、都市開発のモニタリング、資源管理、安全保障な
ど、多様なニーズの高まりにより急成長しています。特に、高頻度かつ高分解能で観測
できるSAR衛星データへの需要は、従来の衛星コンステレーションの限界を克服し、意
思決定の迅速化に貢献するため、ますます高まっています。今回のKSATとiQPSの提携
拡大は、ノルウェーと日本のそれぞれの強み、すなわちKSATのグローバルなインフラと
サービス提供能力、iQPSの革新的な小型SAR衛星技術を組み合わせることで、この成長
市場における競争力を強化するものです。KSATが東京にオフィスを設立したことは、成
長著しいアジアの宇宙産業、特に日本市場への強いコミットメントを示すものであり、
日本の衛星運用者へのサポートを強化する戦略的な動きです。



今後の展望

36機のSAR衛星コンステレーションが完成すれば、地球上のどこでもほぼリアルタイム
で観測が可能となり、自然災害の発生直後の被害状況把握、違法漁業の監視、インフラ
の健全性モニタリングなど、多岐にわたるアプリケーションでその真価を発揮するでし
ょう。この提携は、地球観測データの商業利用を加速させ、新たなビジネスモデルと産
業の創出を促します。また、宇宙インフラのレジリエンス向上にも貢献し、より安全で
持続可能な社会の実現を支援することが期待されます。KSATとiQPSのパートナーシッ
プは、世界の地球観測市場における主要なプレーヤーとしての地位を確固たるものと
し、宇宙データ活用を次のレベルへと引き上げる可能性を秘めています。

元記事: https://www.ksat.no/news/news-archive/2026/ksat-and-iqps-deepen-strategic-long-term-

alliance/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.ksat.no/news/news-archive/2026/ksat-and-iqps-deepen-strategic-long-term-alliance/
https://www.ksat.no/news/news-archive/2026/ksat-and-iqps-deepen-strategic-long-term-alliance/


中国嫦娥8号、2029年頃に月面建設ロボットとISRU実験実
施へ、月南極基地構築目指す

概要

中国の嫦娥8号ミッションは、2029年頃の打ち上げが予定されており、月面建設ロボ
ットと月面南極付近での現地資源利用（ISRU）実験に焦点を当てます。このミッショ
ンには、着陸機、ローバー、運用ロボットが含まれ、月面サンプルを分析し、資源利

用の可能性を探ることで、自律システムによる月面基地建設に対する中国の積極的な
アプローチを示しています。嫦娥8号は国際協力も特色とし、世界のパートナー向けに
ペイロード資源を提供することで、月面探査における多国間連携を促進します。

公開日 2026年05月31日  Vozpopuli  中国



詳細

主要成果

中国の嫦娥8号ミッションは、2029年頃に月面南極付近で月面建設ロボットの試験と現
地資源利用（ISRU）実験を行うことを計画しており、自律型システムによる月面基地建
設への中国の積極的なアプローチを明確に示しています。このミッションは、人類の月
面長期滞在を実現するための重要なステップとなるでしょう。

技術・臨床詳細

嫦娥8号ミッションは、着陸機、ローバー、および運用ロボットからなる複数の要素で
構成されます。これらのロボットは、月面レゴリスからの建設材料生成、シェルターや
インフラの3Dプリンティングなど、月面基地の建設に必要な重作業を自律的に実行する
ことを目的としています。特に月面南極付近は、水氷が豊富に存在すると考えられてお
り、ISRU実験では、この水氷を飲料水、呼吸用酸素、ロケット推進剤に変換する技術が
検証されます。ミッションでは月面サンプルを採取・分析し、月面環境下での資源利用
の可能性を評価します。この自律的な建設と資源利用のアプローチは、地球からの物資
輸送への依存を大幅に減らし、月面基地の持続可能性と拡張性を高める上で極めて重要
です。

背景・業界文脈

世界の主要宇宙機関や民間企業は、月面基地の建設と人類の月面滞在を次の大きな目標
として掲げています。中国は、嫦娥計画を通じて月探査を精力的に推進しており、月の
裏側への着陸や月面サンプルの地球帰還など、数々の画期的な成果を上げてきました。
嫦娥8号は、これらの成果を基盤として、より実践的な月面活動へと焦点を移すもので
す。月面基地の建設には、長期的な電力供給、放射線防御、生命維持システム、そして
建設資材の確保が不可欠であり、ISRUとロボット建設はその中核を担う技術です。中国
は、月面での足場を確立することで、将来の深宇宙探査における戦略的優位性を確保し
ようとしています。



今後の展望

嫦娥8号ミッションは、月面基地の自動建設に向けた重要な技術的マイルストーンとな
るでしょう。このミッションで得られるデータと経験は、中国が2030年代に計画する有
人月面ミッションや、その後の月面基地の確立に直接貢献します。また、嫦娥8号は国
際協力も特色としており、世界のパートナー向けにペイロード資源を提供することで、
月面探査における多国間連携を促進し、国際的な宇宙開発コミュニティにおける中国の
役割をさらに高めることが期待されます。このプロジェクトの成功は、人類が月面で自
給自足し、持続的に活動できる未来を現実のものとするための、大きな一歩となるでし
ょう。

元記事: https://www.vozpopuli.com/indux/en/while-everyone-debates-how-to-colonize-the-moon-

china-is-already-testing-a-bricklayer-construction-robot-concept-to-start-building-a-lunar-base-with-

machines-doing-the-first-heavy-w/5330/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.vozpopuli.com/indux/en/while-everyone-debates-how-to-colonize-the-moon-china-is-already-testing-a-bricklayer-construction-robot-concept-to-start-building-a-lunar-base-with-machines-doing-the-first-heavy-w/5330/
https://www.vozpopuli.com/indux/en/while-everyone-debates-how-to-colonize-the-moon-china-is-already-testing-a-bricklayer-construction-robot-concept-to-start-building-a-lunar-base-with-machines-doing-the-first-heavy-w/5330/
https://www.vozpopuli.com/indux/en/while-everyone-debates-how-to-colonize-the-moon-china-is-already-testing-a-bricklayer-construction-robot-concept-to-start-building-a-lunar-base-with-machines-doing-the-first-heavy-w/5330/


ルクセンブルクのExobiosphereが300万ユーロを調達、
2027年3月にHaven-1で微小重力創薬ミッションへ

概要

ルクセンブルクのスタートアップExobiosphereは、シードラウンドで300万ユーロを調
達し、2027年3月にVast社のHaven-1商業宇宙ステーションで初の微小重力創薬ミッシ
ョンを予定しています。同社は微小重力が細胞の老化加速、神経発達加速、癌耐性向

上、免疫応答の変化など、地球の重力下で隠されていた生物学的プロセスを明らかに
する可能性に着目しています。このアプローチは、早期老化、パーキンソン病のよう
な神経変性疾患、自己免疫疾患、そしてより効果的な癌治療のための新しい治療法開

発に繋がる可能性を秘めています。

公開日 2026年06月03日  Forbes Luxembourg  ルクセンブルク



詳細

主要成果

ルクセンブルクに拠点を置くスタートアップ企業Exobiosphereは、シードラウンドで
300万ユーロの資金調達に成功し、2027年3月にはVast社のHaven-1商業宇宙ステーショ
ンへの初ミッションを計画しています。同社は、微小重力という独自の環境を活用し
て、地球上では困難な生物学的プロセス（細胞の老化加速、神経発達加速、癌耐性向
上、免疫応答の変化など）を解明し、創薬を加速させることを目指しています。

技術・臨床詳細

Exobiosphereは、微小重力が細胞レベルで引き起こす変化が、特定の疾患のメカニズム
を理解し、新しい治療法を開発する上で重要な手がかりとなると考えています。例え
ば、微小重力下では細胞の老化が加速する現象が観察されており、これは早期老化に関
連する疾患（例：パーキンソン病のような神経変性疾患）の治療法研究に役立つ可能性
があります。また、癌細胞が微小重力下で異なる挙動を示すことから、より効果的な抗
癌剤の開発や、癌耐性のメカニズム解明に繋がる可能性があります。同社は、Haven-1

商業宇宙ステーションで自律的な細胞培養実験を行うことで、これらの生物学的プロセ
スを詳細に研究し、創薬パイプラインを構築します。初期の実験は、宇宙飛行士の介在
なしに、完全に自動化されたシステムで行われる予定です。

背景・業界文脈

宇宙環境における生物学的研究は、国際宇宙ステーション（ISS）での長年の実績によ
り、その価値が確立されています。ISSでのタンパク質結晶化研究は、Merck & Co.の
Keytrudaの再製剤化（FDA承認済み）に貢献するなど、具体的な商業成果も生み出して
います。しかし、ISSの運用終了が近づく中で、微小重力研究を継続するための商業プ
ラットフォームへのニーズが高まっています。Vast社のHaven-1のような商業宇宙ステ
ーションは、このようなニーズに応えるものであり、Exobiosphereのようなスタートア
ップが宇宙ベースの研究開発を加速させるための機会を提供します。ルクセンブルク
は、宇宙資源利用や宇宙経済の発展を国家戦略として推進しており、Exobiosphereの活
動は、この国の宇宙産業エコシステムを強化する一環と位置づけられます。



今後の展望

Exobiosphereの初ミッションは、微小重力環境での創薬が持つポテンシャルを実証する
重要なステップとなります。もし、地球の重力下では見過ごされがちだった新たな生物
学的経路や治療標的が発見されれば、これは創薬のあり方を根本的に変える可能性があ
ります。特に、神経変性疾患、自己免疫疾患、および癌といった、地球上で治療が困難
な疾患に対する新しい治療法の開発に期待が寄せられています。同社の成功は、より多
くのバイオテクノロジー企業が宇宙を新たな研究開発のフロンティアとして捉えるきっ
かけとなり、商業宇宙産業の多様化と成長に貢献するでしょう。将来的には、微小重力
環境が、個別化医療や先進的な再生医療の発展に不可欠な役割を果たすことが期待され
ます。

元記事: https://www.forbes.lu/exobiosphere-taking-drug-discovery-into-orbit/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.forbes.lu/exobiosphere-taking-drug-discovery-into-orbit/


Astroscale、日本の宇宙デブリ除去・軌道上サービス市場
で主要企業として注目、2029年黒字化予測

概要

日本のスタートアップAstroscale Holdings（証券コード186A）は、宇宙デブリ除去、
衛星寿命延長、軌道上サービスに特化した宇宙インフラ企業として、日本の宇宙産業
において最も注目すべき企業の一つとして強調されています。現在、同社は赤字です

が、アナリストは2029年までに黒字化すると予測しています。JAXA、NASA、ESA、お
よび日本の防衛省との強固な関係に加え、宇宙の持続可能性への特化が、商業宇宙セ
クターにおけるそのテーマ的関連性と高い成長可能性を支えています。

公開日 2026年05月30日  The Motley Fool  日本



詳細

主要成果

日本の宇宙産業において、Astroscale Holdings（証券コード186A）が、宇宙デブリ除
去、衛星寿命延長、軌道上サービスという、現代宇宙活動において不可欠な分野に特化
した主要企業として注目されています。同社は現在赤字経営ですが、市場アナリストは
2029年までに黒字転換を達成すると予測しており、その成長性と将来性が高く評価され
ています。

技術・臨床詳細

Astroscaleは、アクティブデブリ除去（ADR）技術の開発において世界をリードしてお
り、制御不能な衛星やロケット上段などの宇宙デブリを安全に除去するための技術を開
発しています。また、運用中の衛星に燃料を補給したり、軌道を修正したりすること
で、衛星の運用寿命を延長するサービスも提供しています。これにより、衛星運用者は
新たな衛星を打ち上げるコストを削減し、既存資産の価値を最大化できます。同社の
ADRAS-Jミッションでは、制御不能なH-IIAロケット上段を追跡することに成功し、デブ
リ除去技術の重要な実証を行いました。これらのサービスは、増加する衛星コンステレ
ーションの持続可能性を確保する上で不可欠であり、宇宙空間の安全を守る上で重要な
役割を担っています。

背景・業界文脈

近年、低軌道（LEO）における衛星コンステレーションの急速な拡大に伴い、宇宙デブ
リの増加と衝突リスクが深刻な問題となっています。このような背景から、宇宙デブリ
除去と軌道上サービスは、宇宙産業における最も成長が期待される分野の一つとして浮
上しています。Astroscaleは、JAXA、NASA、ESA（欧州宇宙機関）、そして日本の防衛
省といった主要な宇宙機関や政府機関との強固なパートナーシップを築き、その技術と
サービスが国際的な宇宙持続可能性の目標と深く連携していることを示しています。
SpaceXのIPOへの思惑が広がる中で、宇宙関連株への投資家の関心が高まっており、
Astroscaleのような革新的な企業は特に注目を集めています。



今後の展望

Astroscaleは、宇宙インフラの構築と維持に不可欠なサービスを提供することで、商業
宇宙セクターにおける説得力のあるテーマ的関連性を確立しています。アナリスト予測
が示す2029年の黒字化は、同社がこの新興市場でビジネスモデルを確立し、収益化を進
めていることを意味します。軌道上サービス市場は今後も拡大が予測されており、
Astroscaleは、そのパイオニアとしての地位と技術優位性を活かして、さらなる成長を
遂げることが期待されます。しかし、宇宙関連株への投資には注意が必要であり、技術
開発のリスク、市場競争、規制環境の変化などを慎重に評価することが重要です。
Astroscaleの成功は、日本の宇宙産業全体の活性化にも貢献し、国際的な宇宙開発競争
における日本の存在感を高めるでしょう。

元記事: https://www.fool.com/investing/2026/05/30/could-the-next-great-space-stock-come-from-

japan/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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ロケット・ラボHASTEプログラム、米国防総省DIU向けに
Hypersonix製スクラムジェット機を搭載した極超音速試
験ミッションを2026年6月に実施

概要

ロケット・ラボのElectronロケットをベースにしたHASTE（Hypersonic Accelerator

Suborbital Test Electron）プログラムは、極超音速研究のための準軌道試験台として活
用されており、2026年6月には米国防総省の国防革新ユニット（DIU）向けに
「Curveball」ミッションを実施予定です。このミッションは、オーストラリアの

Hypersonix社が開発したスクラムジェット推進の極超音速機を展開し、将来の極超音
速プログラムのための貴重な試験データを提供することを目指します。Electronロケッ
トのHASTE構成は、バージニア州ワロップス飛行施設から打ち上げられます。

公開日 2026年06月04日  Space Launch Schedule  アメリカ



詳細

主要成果

ロケット・ラボは、Electronロケットを極超音速研究用の準軌道試験台として活用する
HASTE（Hypersonic Accelerator Suborbital Test Electron）プログラムの下、米国防総省
の国防革新ユニット（DIU）向けに「Curveball」ミッションを2026年6月10日に実施す
る予定です。このミッションは、オーストラリアのHypersonix社が開発したスクラムジ
ェット推進の極超音速機を搭載し、次世代の極超音速技術開発に不可欠な貴重な飛行試
験データを提供することを目指しています。

技術・臨床詳細

HASTEは、ロケット・ラボのElectronロケットを改造した準軌道打ち上げプラットフォ
ームであり、高度な極超音速実験を可能にします。Electronは、電動ポンプ式のラザフ
ォードエンジンを搭載した小型打ち上げロケットで、小型衛星やキューブサットを低軌
道に打ち上げるために設計されていますが、HASTE構成ではペイロードを準軌道に投入
し、極超音速飛行条件を再現します。今回の「Curveball」ミッションでは、DIUの
HyCatプログラムの一環として、Hypersonix社のスクラムジェット駆動極超音速機がペ
イロードとして展開されます。スクラムジェットエンジンは、超音速の気流を燃焼に利
用する高度な技術であり、マッハ5以上の速度での持続的な飛行を可能にします。この
ミッションで収集されるデータは、極超音速飛行中の空力特性、熱管理、推進性能、誘
導制御システムに関する貴重な知見をもたらし、将来の極超音速兵器や輸送機の開発に
直接貢献します。

背景・業界文脈

極超音速技術は、近年、米国、中国、ロシアといった主要国が国家安全保障上の優先事
項として開発を加速させている分野です。極超音速兵器は、その速度と機動性により、
既存のミサイル防衛システムを回避する可能性があり、戦略的なバランスに大きな影響
を与えると考えられています。米国防総省は、この分野での技術的優位性を確保するた
め、DIUを通じて民間の革新的な企業との連携を強化しています。ロケット・ラボの
HASTEプログラムは、迅速かつコスト効率の高い試験プラットフォームを提供すること
で、極超音速技術開発のペースを加速させる役割を担っています。これにより、研究開
発サイクルが短縮され、新しい設計や材料の検証がより効率的に行えるようになりま
す。



今後の展望

「Curveball」ミッションの成功は、米国防総省の極超音速プログラムにとって重要な一
歩となります。このミッションで得られる試験データは、次世代の極超音速システムの
実用化に向けた設計と開発に直接フィードバックされるでしょう。ロケット・ラボは、
HASTEのような専門的な試験サービスを通じて、国防および宇宙開発市場における存在
感をさらに高めることが期待されます。極超音速技術の進展は、軍事的な優位性を確立
するだけでなく、将来的には超高速旅客輸送や地球上での迅速な貨物輸送といった民間
応用にも繋がる可能性を秘めています。このミッションは、人類が超音速飛行の限界を
押し広げ、新たな航空宇宙時代の到来を告げるものとなるでしょう。

元記事: https://www.spacelaunchschedule.com/launch/haste-curveball/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.spacelaunchschedule.com/launch/haste-curveball/


NASA、火星SR-1 Freedom核電気推進デモミッションを
2028年後半打ち上げに向け開発合理化

概要

NASAは、火星へのSR-1 Freedom核電気推進（NEP）デモンストレーションミッション
の開発を加速するため、合理化された管理アプローチを採用し、2028年後半の打ち上
げを目指しています。このミッションは、原子炉からの電力で電気推進器を駆動し、

宇宙船を火星に送るNEP初の飛行実証となります。NASAは、月面ゲートウェイ用に設
計された既存の電力推進エレメントや、米国エネルギー省の確立された原子炉設計を
再利用することで、深宇宙探査に必要な迅速なタイムラインを達成することを目指し

ています。

公開日 2026年06月05日  SpaceNews  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、火星へのSR-1 Freedom核電気推進（NEP）デモンストレーションミッション
の開発を加速させるため、革新的な合理化された管理アプローチを採用し、2028年後半
の打ち上げという野心的な目標を設定しました。このミッションは、深宇宙探査におけ
るNEP技術の初の飛行実証となり、原子炉で生成された電力が電気推進器を駆動して宇
宙船を火星へと導きます。

技術・臨床詳細

SR-1 Freedomミッションは、原子炉を電力源として利用し、電気推進器（通常はイオ
ンエンジンやホールスラスタ）に電力を供給することで、非常に高い比推力（燃料消費
効率）と長時間の加速を実現します。これにより、従来の化学推進ロケットと比較し
て、同じ量の燃料でより遠くへ、より速く移動することが可能になります。NASAは開
発期間を短縮するため、既存のハードウェアの再利用を積極的に進めています。これに
は、月周回有人拠点「ゲートウェイ」用に設計された電力推進エレメント（PPE）や、
米国エネルギー省（DOE）が開発・確立した原子炉設計などが含まれます。PPEは、核
電気推進システムにとって重要な電力管理と推進機能を統合しており、既存設計の活用
は、コスト削減と開発リスクの低減に大きく貢献します。

背景・業界文脈

火星への有人ミッションや深宇宙探査は、その距離と期間の長さから、宇宙飛行士の放
射線被ばく、食料・物資の輸送コスト、ミッションの柔軟性といった課題に常に直面し
てきました。核電気推進は、これらの課題に対する最も有望な解決策の一つとして長年
研究されてきました。高い比推力により、必要な燃料量を削減し、より多くのペイロー
ドを搭載できるため、ミッションの科学的価値と運用効率が向上します。NASAがこの
NEPデモンストレーションミッションを加速させることは、宇宙ベースの原子力システ
ムの迅速な開発サイクルへの移行を示すものであり、米国が宇宙探査の新たなフロンテ
ィアを切り開くという強い意思を反映しています。



今後の展望

SR-1 Freedomミッションの成功は、核電気推進技術の実用化に向けた決定的な一歩と
なるでしょう。この技術が確立されれば、火星への移動時間は劇的に短縮され、宇宙飛
行士の安全性とミッションの成功率が向上します。これにより、人類が火星に恒久的な
基地を建設し、長期的な科学探査を行うための道が開かれます。さらに、NEPは火星に
とどまらず、外太陽系の他の天体への探査ミッションにも応用可能であり、人類の深宇
宙探査の範囲を飛躍的に拡大する可能性を秘めています。このミッションは、未来の宇
宙輸送を再定義し、宇宙産業全体の技術革新を促進する触媒となることが期待されま
す。

元記事: https://spacenews.com/nasa-working-to-streamline-development-of-nuclear-electric-

propulsion-demo-mission/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://spacenews.com/nasa-working-to-streamline-development-of-nuclear-electric-propulsion-demo-mission/
https://spacenews.com/nasa-working-to-streamline-development-of-nuclear-electric-propulsion-demo-mission/


月面原子力エネルギー利用がRedditで議論、RTGと核分裂
炉の課題と実績

概要

2026年5月30日のRedditのr/nasaフォーラムでは、月面での原子力エネルギー利用につ
いて活発な議論が交わされました。議論の焦点は、無人衛星やアポロミッションで実
績のある放射性同位体熱電気変換器（RTG）と、月面基地用の大規模核分裂炉との違

いにありました。大規模核分裂炉の実用化にはリスクが伴うものの、原子力技術自体
は宇宙運用において一般的に実証済みと見なされていますが、プルトニウム238の拡散
リスクを懸念する意見も示されました。

公開日 2026年05月30日  Reddit (r/nasa)  アメリカ



詳細

主要成果

Redditのr/nasaフォーラムでは、2026年5月30日に月面での原子力エネルギー利用の可
能性と課題について活発な議論が展開されました。特に、無人探査機やアポロミッショ
ンで長年使用されてきた放射性同位体熱電気変換器（RTG）と、将来の月面基地向けに
構想される本格的な核分裂炉との間の実用性、安全性、規模の違いが議論の焦点となり
ました。

技術・臨床詳細

放射性同位体熱電気変換器（RTG）は、プルトニウム238などの放射性同位体の自然崩
壊熱を利用して電気を生成する装置であり、ボイジャー、カッシーニ、キュリオシテ
ィ、パーセベランスといった数十の深宇宙探査機や、アポロミッションで月面に送られ
た科学機器の電力源として実績があります。これに対し、月面基地用の核分裂炉は、よ
り高出力（キロワット級からメガワット級）の電力を供給するために、核分裂反応を制
御して発電するものです。議論では、核分裂炉が月面基地の長期運用に必要な電力を安
定的に供給できる可能性が指摘される一方で、その複雑さ、設置の安全性、そして事故
時の放射性物質拡散リスクに関する懸念も表明されました。特に、プルトニウム238を
搭載したカッシーニ・ホイヘンスミッションに対する過去の反対意見が引用され、放射
性物質の潜在的な危険性について再考を促す声もありました。

背景・業界文脈

月面や火星での長期的な人類の存在を確立するためには、太陽光に依存しない安定した
高出力の電力供給が不可欠です。月の長い夜（約14日間）の間、太陽電池は機能しない
ため、原子力は月面基地のエネルギーソリューションとして最も有望な選択肢の一つと
されています。米国エネルギー省（DOE）とNASAは、2020年代後半までに月面での核
分裂型表面電力システムの実証を目指しており、この分野への関心は高まっています。
原子力技術は、宇宙運用において一般的には実証済みの技術と見なされていますが、そ
の大規模な実装には、地球上での原子炉建設と同様に、社会的な受容、規制、そして厳
格な安全プロトコルの確立が伴います。



今後の展望

月面での原子力エネルギー利用に関する議論は、将来の宇宙探査計画における電力戦略
の複雑さを浮き彫りにしています。核分裂炉は、月面基地の自給自足能力を大幅に高
め、科学研究、資源探査、宇宙ツーリズムといった活動をサポートする上で極めて重要
な役割を果たす可能性があります。しかし、その実現には、技術的な課題の解決に加
え、公共の安全と環境への配慮、そして国際的な合意形成が不可欠です。NASAやその
他の宇宙機関は、安全性と信頼性を最優先に、この技術の開発と実証を進めていくでし
ょう。この議論は、宇宙におけるエネルギー問題に対する多角的な視点を提供し、持続
可能な宇宙探査の未来を形作る上での重要な対話を促すものです。

元記事: https://www.reddit.com/r/nasa/comments/1trp4uc/the_idea_of_nuclear_energy_on_the_moon/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.reddit.com/r/nasa/comments/1trp4uc/the_idea_of_nuclear_energy_on_the_moon/


ISS運用終了迫る中、民間企業が微小重力創薬R&Dを引き
継ぎ、商業宇宙ステーションを開発

概要

国際宇宙ステーション（ISS）の軌道離脱が近づく中、微小重力下での創薬研究開発
（R&D）を継続するため、民間企業が主導的な役割を担い始めています。ISSでの10年
以上にわたるタンパク質結晶成長研究が、Merck & Co.の抗がん剤Keytrudaの再製剤化

とFDA承認に直接貢献した成功事例があるにもかかわらず、ISSナショナルラボは予算
削減に直面しています。RedwireやVast（SpaceXと提携）などの企業は、ナノ医療用金
ナノスフェア生産改善などの実験を行い、ISSに代わる商業宇宙ステーションの配備計

画を進めています。

公開日 2026年06月03日  PharmaVoice  アメリカ



詳細

主要成果

国際宇宙ステーション（ISS）の軌道離脱が迫る中、その退役によって微小重力下での
創薬研究開発（R&D）が失われる可能性が懸念されていますが、これを引き継ぐべく民
間企業が商業宇宙ステーションの開発と微小重力研究の継続に乗り出しています。ISS

でのタンパク質結晶化やオルガノイド研究の成果は、地球上での医療応用において計り
知れない価値があることが既に証明されています。

技術・臨床詳細

ISSにおける長年の研究は、微小重力環境が生物学的プロセスに与える特異な影響を明
らかにし、創薬に新たな道筋を開きました。最も著名な成功事例の一つは、Merck &

Co.がISSでの10年以上にわたるタンパク質結晶成長研究の直接的な成果として、抗がん
剤Keytrudaのより安定した再製剤化に成功し、FDA承認を得たことです。これは、微小
重力下での結晶成長が、地球上では達成困難な高品質な結晶を生成できることを示して
います。Redwireのような企業は、ナノ医療向けに金ナノスフェアの生産効率を改善す
る実験を行っており、より均一で精密なナノ粒子が、薬物送達システムや診断ツールに
応用される可能性を秘めています。Vast社はSpaceXと提携し、Haven-1商業宇宙ステー
ションを配備する計画を進めており、これはISSに代わる重要な微小重力研究プラット
フォームとなることが期待されています。

背景・業界文脈

ISSは、2030年代初頭に軌道離脱が予定されており、その後の微小重力研究の空白期間
が懸念されています。ISSナショナルラボは、その運営を維持するために予算削減とい
う厳しい現実に直面しており、宇宙ベースの科学研究の将来は民間セクターの積極的な
参入にかかっています。バイオテクノロジー企業や製薬会社は、微小重力が細胞培養、
組織工学、疾患モデリング、新薬候補のスクリーニングにもたらす独自の利点を認識し
ています。民間企業による商業宇宙ステーションの開発は、研究スペースへのアクセス
を拡大し、費用対効果の高い方法で微小重力研究を継続することを可能にするでしょ
う。これは、政府主導から民間主導へと宇宙開発のパラダイムシフトが進む中で、特に
ライフサイエンス分野で顕著な動きです。



今後の展望

民間企業による商業宇宙ステーションの成功は、微小重力環境が創薬とバイオテクノロ
ジーの新たなフロンティアとなることを確固たるものにするでしょう。Vast社のHaven-

1やその他の民間プラットフォームが運用を開始すれば、より多くの研究機関や企業が
宇宙での実験に参加できるようになり、癌、神経変性疾患、自己免疫疾患といった地球
上では治療が困難な病気に対する画期的な治療法の開発が加速する可能性があります。
さらに、軌道上製造技術の進展は、地球上では不可能な材料科学の応用を可能にし、製
薬業界だけでなく、様々な産業に新たな価値をもたらすでしょう。ISSの遺産は失われ
ることなく、新たな商業宇宙時代において、さらに大きなイノベーションへと繋がるこ
とが期待されています。

元記事: https://www.pharmavoice.com/news/iss-drug-pharma-merck-keytruda-national-lab-

space/821816/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.pharmavoice.com/news/iss-drug-pharma-merck-keytruda-national-lab-space/821816/
https://www.pharmavoice.com/news/iss-drug-pharma-merck-keytruda-national-lab-space/821816/


ロスアラモス国立研究所、プルトニウム238熱源を製造し
NASAの火星・深宇宙ミッションに貢献

概要

ロスアラモス国立研究所（LANL）は、プルトニウム238熱源の国内唯一の生産者とし
て、NASAの火星探査ローバー「パーセベランス」や今後の「ドラゴンフライ」ミッシ
ョンなど、深宇宙探査ミッションへの電力供給において中心的な役割を担っていま

す。LANLは、これらの重要な汎用熱源（GPHS）コンポーネントの安全性、堅牢性、
長期性能を確保しています。放射性同位体熱源に加えて、同研究所は、月面および惑
星インフラに電力を供給するための先進的な電力変換技術と小型原子炉概念の開発も

支援しており、深宇宙への人類の進出を可能にする基盤を構築しています。

公開日 2026年06月01日  Los Alamos National Laboratory (LANL)  アメリカ



詳細

主要成果

ロスアラモス国立研究所（LANL）は、深宇宙探査ミッションに電力を供給するプルト
ニウム238熱源の国内唯一の生産者として、NASAの火星探査ローバー「パーセベラン
ス」や、土星の衛星タイタンを探査する今後の「ドラゴンフライ」ミッションなど、米
国宇宙プログラムにおいて極めて中心的な役割を果たしています。LANLは、これらの
汎用熱源（GPHS）コンポーネントの安全性、堅牢性、長期性能を確保する上で不可欠
な存在です。

技術・臨床詳細

プルトニウム238は、その長寿命と高いエネルギー密度から、深宇宙ミッションで利用
される放射性同位体熱電発電機（RTG）の熱源として理想的な材料です。RTGは、プル
トニウム238の放射性崩壊によって発生する熱を電気に変換し、太陽光が極めて弱い、
あるいは全く届かない深宇宙環境において、探査機に安定した電力を供給します。
LANLは、GPHSの設計、製造、そして厳格な品質管理を担当し、宇宙飛行の過酷な振
動、衝撃、極限温度に耐えうるようにコンポーネントを設計しています。ニューホライ
ズンズ（冥王星探査機）のようなミッションも、RTGによって電力を供給され、その遠
隔地での運用を可能にしました。また、LANLは放射性同位体を超えて、将来の月面お
よび惑星インフラに電力を供給するための先進的な変換技術や、小型原子炉概念の開発
にも積極的に貢献しており、これらの技術は、宇宙飛行士の生命維持システム、科学機
器、移動手段など、多岐にわたるニーズに対応します。

背景・業界文脈

深宇宙探査において、太陽光発電は太陽からの距離が遠くなるにつれて効率が低下し、
最終的には使用不能になります。また、月面の長い夜間のような環境でも、太陽光発電
だけでは継続的な電力供給が困難です。このような状況下で、RTGやその他の宇宙用原
子力システムは、ミッションの成功に不可欠な信頼性の高い電力源を提供します。米国
は、冷戦時代から宇宙原子力技術の開発をリードしてきましたが、プルトニウム238の
生産は複雑でコストがかかるため、その供給は限られています。LANLが国内唯一の
GPHS生産者であることは、米国の深宇宙探査能力を維持する上で、その戦略的かつ不
可欠な役割を強調しています。



今後の展望

LANLによるプルトニウム238熱源の継続的な製造と、先進的な宇宙用原子力技術の研究
開発は、人類が深宇宙のさらに遠くへと到達するための基盤を強化します。火星の有人
探査、月面基地の確立、そして太陽系外縁部への科学ミッションといった、未来の野心
的な計画は、これらの堅牢な電力システムに大きく依存するでしょう。LANLの貢献
は、宇宙探査のフロンティアを拡大し、科学的発見の新たな時代を切り開く上で極めて
重要です。また、この技術は、国家安全保障の観点からも重要であり、宇宙における米
国のリーダーシップを維持するために不可欠な要素となっています。

元記事: https://www.lanl.gov/media/news/0601-space-missions

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.lanl.gov/media/news/0601-space-missions


UAHとNASA、火星移動時間短縮のため核熱推進開発で提
携、深宇宙探査を現実へ

概要

アラバマ大学ハンツビル校（UAH）は、NASAマーシャル宇宙飛行センター（MSFC）
と提携し、深宇宙探査を現実のものとする上で極めて重要な核熱推進（NTP）システ
ムの開発を進めています。NTPは、核反応炉を熱源として水素のような軽量推進剤を

過熱し、化学ロケットよりもはるかに効率的に推力を生成します。数十年前の先行研
究に基づいて再活性化されたこの技術は、火星への移動時間を大幅に短縮し、長期ミ
ッションの課題を克服することで、有人宇宙旅行の範囲を拡大することを目指してい

ます。

公開日 2026年06月01日  The University of Alabama in Huntsville  アメリカ



詳細

主要成果

アラバマ大学ハンツビル校（UAH）は、NASAマーシャル宇宙飛行センター（MSFC）と
の戦略的提携を通じて、核熱推進（NTP）システムの開発を加速させています。この協
力は、火星のような遠隔地への移動時間を劇的に短縮し、深宇宙探査をSFの領域から現
実のエンジニアリングプロジェクトへと移行させる上で極めて重要な技術と位置づけら
れています。

技術・臨床詳細

核熱推進（NTP）は、核分裂反応炉を熱源として利用し、水素のような軽量な推進剤を
極めて高温に加熱し、そのガスをノズルから噴射することで推力を発生させる技術で
す。従来の化学推進ロケットと比較して、NTPは推進剤の排出速度（比推力）が大幅に
高く、これにより同じ量の燃料でより大きな速度変化（デルタV）を達成できます。結
果として、宇宙船は火星などの目的地により短期間で到達することが可能になります。
この技術は、70年以上前の先行研究に端を発しており、UAHとNASA MSFCは、現代の
材料科学、原子炉設計、および推進システム工学の進歩を活用して、その効率と信頼性
を向上させるための研究開発を進めています。特に、核分裂反応炉の小型化、軽量化、
そして放射線遮蔽技術の最適化が重要な研究課題となっています。

背景・業界文脈

火星への有人ミッションは、地球からの距離と移動時間の長さから、宇宙飛行士の放射
線被ばく、生命維持システムの信頼性、食料・物資の輸送コスト、そして精神的健康維
持など、多くの技術的・運用上の課題を抱えています。化学推進ロケットの効率には限
界があり、長期間の移動はこれらの課題を増幅させます。核熱推進は、このような課題
を克服し、ミッション期間を短縮することで、宇宙飛行士の安全性を高め、ミッション
の科学的ペイロード容量を増加させる最も有望な技術として再評価されています。UAH
とNASAの提携は、学術機関の専門知識と政府機関の資源を結集することで、この複雑
で資本集約的な技術開発を加速させるモデルを示しています。



今後の展望

UAHとNASA MSFCによるNTP開発の進展は、人類の深宇宙探査の未来を大きく変える可
能性を秘めています。火星への移動時間が大幅に短縮されれば、より頻繁な有人ミッシ
ョンが可能となり、火星への恒久的な基地建設への道が開かれるでしょう。また、この
技術は火星にとどまらず、外太陽系の他の天体（例：木星の衛星エウロパや土星の衛星
タイタンなど）への高速探査ミッションにも応用可能であり、人類の宇宙探査のフロン
ティアを飛躍的に拡大するでしょう。この継続的な研究開発は、核推進技術の実用化を
現実のものとし、宇宙産業全体の技術革新を刺激することが期待されています。

元記事: https://www.uah.edu/eng/departments/mae/news/20284-uah-nasa-partnership-pushes-nuclear-

thermal-propulsion-toward-making-deep-space-exploration-a-reality

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.uah.edu/eng/departments/mae/news/20284-uah-nasa-partnership-pushes-nuclear-thermal-propulsion-toward-making-deep-space-exploration-a-reality
https://www.uah.edu/eng/departments/mae/news/20284-uah-nasa-partnership-pushes-nuclear-thermal-propulsion-toward-making-deep-space-exploration-a-reality


NASA、2030年代半ばの恒久月面基地計画を段階的に推
進、太陽光と原子力発電を組み合わせ

概要

NASAは、2030年代半ばまでに月南極に恒久的な月面基地を建設するための段階的な
計画を進めており、長い月夜の間も継続的なエネルギーを供給するために太陽光発電
と原子力発電の両方を組み合わせます。月面資源利用（ISRU）は、水氷を抽出し、飲

料水、酸素、ロケット推進剤に変換するために不可欠です。AstrolabとLunar Outpost

に契約が与えられたロボットローバーは、宇宙飛行士が到着する前の2028年までに展
開され、地形を偵察し資源を事前配置する予定で、リスク低減に貢献します。

公開日 2026年06月05日  Astronomy Magazine  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、2030年代半ばまでに月南極に恒久的な月面基地を建設するための段階的な計
画を加速させています。この計画は、長期的な人類の月面滞在を可能にするため、日照
時間には太陽光発電、そして約14日間続く極寒の長い月夜には原子力発電を利用すると
いう、両者の組み合わせによる堅牢な電力システムを導入します。

技術・臨床詳細

NASAの月面基地計画は、2029年頃から初期インフラ開発を開始する2段階アプローチ
を構想しています。第一段階では、バッテリー貯蔵を備えた太陽電池アレイを展開し、
初期の電力ニーズに対応します。また、継続的な電力供給のため、小型の放射性同位体
熱電発電機（RTG）の使用も含まれます。月面資源利用（ISRU）は、この計画の中心的
な柱であり、月南極に存在する水氷を抽出し、それを飲料水、呼吸用酸素、そしてロケ
ット推進剤に変換する技術が不可欠です。これにより、地球からの高コストな物資輸送
への依存を大幅に削減できます。さらに、月面レゴリスを建設材料として加工し、シェ
ルターや着陸パッドを構築する技術も開発が進められています。AstrolabとLunar

Outpostは、2028年までに乗組員搭乗型月面車両を開発する契約を獲得しており、これ
らのロボットローバーは宇宙飛行士が到着する前にリスクを低減するため、地形偵察や
資源の事前配置を行う予定です。

背景・業界文脈

アルテミス計画を通じて、NASAは人類を再び月へ送り、持続可能な月面探査を確立す
ることを目指しています。月面基地の建設は、深宇宙探査への足がかりとして、また貴
重な資源の宝庫として、その戦略的重要性が再認識されています。特に月南極は、その
地形が日照時間と永久影の領域を交互に持ち、水氷が存在する可能性が高いことから、
基地建設の最適な場所と見なされています。中国もまた、月面基地計画を進めており、
特に核動力システムへの投資を加速させています。これは、月面での電力需要の増加に
対応し、国際的な宇宙開発競争における優位性を確保するための動きです。



今後の展望

NASAの月面基地計画は、人類が地球の限界を超えて生活し、働くための基盤を築く上
で画期的なものです。2030年代半ばまでの恒久的な基地の確立は、科学研究、資源採
掘、そして宇宙観光といった新たな産業の創出を促進するでしょう。しかし、持続可能
な月面での存在は、さらに10年以上かかる可能性も指摘されており、技術的、経済的、
政治的な課題がまだ多く残されています。電力システム、貯蔵、ロジスティクス資産と
いったインフラの戦略的整備が不可欠であり、国際協力と民間企業の参画が、この壮大
なビジョンの実現に向けて鍵となります。月面基地は、将来の火星ミッションのための
重要なテストベッドとしても機能し、人類の宇宙植民の夢を現実のものとするでしょ
う。

元記事: https://www.astronomy.com/space-exploration/how-nasa-plans-to-build-a-moon-base/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.astronomy.com/space-exploration/how-nasa-plans-to-build-a-moon-base/


中国宇宙プログラム、長征6A・12Bロケットの打ち上げ成
功、嫦娥7号・神舟24号計画で進展

概要

中国の宇宙プログラムは、2026年6月5日に長征6AロケットがSpaceSail Polar Group

#11通信衛星を展開し、Long March 12Bロケットが銭帆衛星を搭載してデビュー飛行
を成功させるなど、複数のマイルストーンを達成しました。これらは報告期間の直近

数日中に発生しました。今後のミッションとしては、2026年に月面南極での水氷探査
を目的とした嫦娥7号と、2026年12月に計画されている神舟24号があります。これら
の活動は、衛星展開、月面探査、有人宇宙飛行における中国の継続的な取り組みを強

調しています。

公開日 2026年06月05日  Space Launch Now  中国



詳細

主要成果

中国の宇宙プログラムは、最近の期間において、複数の重要な打ち上げとミッション計
画の進展を通じて、その能力を拡大し続けています。2026年6月5日には長征6Aロケッ
トがSpaceSail Polar Group #11通信衛星の展開に成功し、また、2026年6月1日にはLong

March 12Bロケットがサプライズデビュー飛行で銭帆衛星を投入しました。これらの成
功は、中国の宇宙技術の堅牢性と多様なミッション遂行能力を示しています。

技術・臨床詳細

長征6Aロケットは、中国の衛星打ち上げ能力を強化する中型ロケットであり、
SpaceSail Polar Group #11のような通信衛星を低地球軌道（LEO）に投入することで、
地球観測や通信ネットワークの拡大に貢献します。特に注目すべきは、SpaceXのファル
コン9に類似した再利用可能な新型ロケットであるLong March 12Bのデビュー飛行で
す。このロケットは、低軌道ブロードバンドネットワーク「千帆コンステレーション」
向けの衛星を展開するために使用され、将来的な打ち上げコストの削減と衛星展開の加
速を目指しています。報道によると、今回の初飛行では第1段の回収は試みられません
でしたが、将来の回収試験が計画されています。今後のミッションとしては、2026年に
月面南極に無人探査機を着陸させ、水氷を探査する嫦娥7号ミッションが予定されてお
り、これは将来の月面基地建設に向けた重要な資源探査となります。さらに、2026年12

月には、有人宇宙飛行の継続を示す神舟24号ミッションも計画されています。

背景・業界文脈

中国は、過去数十年にわたり宇宙開発に巨額の投資を行い、有人宇宙飛行、宇宙ステー
ション建設、月・火星探査といった分野で目覚ましい進展を遂げてきました。これらの
活動は、国内の科学技術の発展を促進するだけでなく、国際的な影響力を高める上でも
重要な役割を果たしています。特に、再利用可能なロケット技術の開発や、大規模な衛
星インターネットコンステレーションの構築は、米国などの西側諸国の宇宙支配に直接
挑戦するものであり、宇宙分野における競争が激化していることを示しています。中国
の高官は、再利用可能な重軌道ロケットの「航空会社型」打ち上げ計画や、1,000基の
衛星インターネットコンステレーションの迅速な大量生産を公言しており、宇宙におけ
る国家戦略の野心的な目標がうかがえます。



今後の展望

長征6Aおよび12Bロケットの成功、そして嫦娥7号や神舟24号といった今後のミッショ
ンは、中国が宇宙強国としての地位をさらに確固たるものにすることを示しています。
Long March 12Bのような再利用可能なロケットの導入は、打ち上げコストを削減し、衛
星コンステレーションの迅速な展開を可能にすることで、中国の宇宙産業の商業化を加
速させるでしょう。月面南極での水氷探査は、将来の月面基地建設の実現可能性に大き
な影響を与え、人類の月面長期滞在に向けた国際的な競争をさらに刺激すると考えられ
ます。中国の継続的な宇宙活動は、地球上の通信、環境モニタリング、安全保障、そし
て深宇宙探査といった多岐にわたる分野で、世界の宇宙産業と地政学に大きな影響を与
え続けることが予想されます。

元記事: https://spacelaunchnow.me/launch/upcoming/?q=China

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://spacelaunchnow.me/launch/upcoming/?q=China


Resolve Optics、最大1 MGy耐性の耐放射線性レンズを
LEO小型衛星カメラコア向けに出荷

概要

Resolve Opticsは、低地球軌道（LEO）向け小型衛星カメラコア用の飛行対応耐放射線
性光学レンズの最初のバッチを出荷しました。これらのレンズは、プレミアムセリウ
ム添加ガラスを使用して製造されており、宇宙放射線による変色を防ぎ、最大1 MGy

（1億ラド）という極端な累積放射線曝露にも耐えつつ、過酷な宇宙環境で妥協のない
光学性能を維持します。同社は、既存の地上原子力分野向け光学設計を再利用・適合
させ、機械的ハウジングを航空宇宙基準に合わせて再設計することで、迅速な納期を

実現しました。

公開日 2026年06月03日  SatNews  イギリス



詳細

主要成果

Resolve Opticsは、低地球軌道（LEO）を周回する小型衛星のカメラコア向けに、飛行に
対応した耐放射線性光学レンズの最初のバッチを出荷したことを発表しました。これら
の革新的なレンズは、最大1 MGy（1億ラド）という極めて高い累積放射線曝露に耐え
る能力を持ち、過酷な宇宙環境下でも光学性能の劣化を防ぎ、ミッションの信頼性を飛
躍的に向上させます。

技術・臨床詳細

この耐放射線性レンズは、プレミアム品質のセリウム添加ガラスを特殊なプロセスで製
造されています。セリウム添加ガラスは、宇宙放射線（X線、ガンマ線、陽子、電子な
ど）に晒された際に生じるガラスの変色（Solarization）を効果的に抑制する特性を持っ
ています。これにより、長期ミッションにおいてもレンズの透過率や画質の低下を防ぐ
ことができます。Resolve Opticsは、既存の地上原子力分野向けの光学設計と製造技術
を宇宙航空規格に合わせて再利用し、機械的ハウジングを再設計することで、通常の開
発サイクルを大幅に短縮し、迅速な納期を実現しました。このアプローチにより、小型
衛星メーカーは、高性能かつ堅牢なカメラシステムを、より迅速かつコスト効率良く手
に入れることが可能になります。レンズは、6mmの焦点距離を持ち、広範なアプリケ
ーションに対応する汎用性も備えています。

背景・業界文脈

低地球軌道（LEO）の衛星コンステレーションは近年急速に拡大しており、地球観測、
通信、ナビゲーションといった多様なサービスを提供しています。これらの衛星に搭載
されるカメラやセンサーは、宇宙放射線という避けられない脅威に常に晒されており、
放射線による損傷は機器の寿命短縮や性能低下の主要な原因となります。特に小型衛星
では、サイズ、重量、電力（SWaP）の制約が厳しいため、堅牢で効率的な部品が求め
られます。Resolve Opticsのような企業が提供する耐放射線性光学レンズは、衛星シス
テムの信頼性を高め、ミッションの成功率を向上させる上で不可欠なコンポーネントで
す。従来の放射線対策は、重いシールドに依存することが多かったですが、このような
材料レベルでの解決策は、軽量化にも貢献します。



今後の展望

この耐放射線性レンズの導入は、LEO衛星の寿命と性能を向上させる上で重要なステッ
プとなります。これにより、より長期間にわたる高精細な地球観測データの収集、信頼
性の高い衛星通信、そしてより複雑な宇宙ミッションの実行が可能になります。
Resolve Opticsの技術は、宇宙船用コンポーネントのサプライチェーンにおけるギャッ
プを埋め、宇宙産業全体の発展に貢献するでしょう。将来的には、この技術が深宇宙探
査ミッションや月面・火星探査ローバーなど、さらに過酷な放射線環境での使用にも応
用される可能性があります。宇宙における光学技術の信頼性向上は、宇宙の商業化と科
学的探求の新たな時代を強力に推進するものです。

元記事: https://satnews.com/2026/06/03/resolve-optics-delivers-radiation-resistant-lenses-for-leo-

satellites/

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://satnews.com/2026/06/03/resolve-optics-delivers-radiation-resistant-lenses-for-leo-satellites/
https://satnews.com/2026/06/03/resolve-optics-delivers-radiation-resistant-lenses-for-leo-satellites/


Tasger Industries、「Lunar Capsule」構想発表、月面居
住地・研究施設・物流ハブで資源輸送と植民地化を促進

概要

Tasger Industriesは、月面居住地、研究施設、または物流ハブとして機能するように設
計されたモジュラーシステム「Lunar Capsule」のコンセプトを発表しました。主要な
目的は、現地資源利用（ISRU）を統合した貨物輸送構成を通じて、ヘリウム3などの月

資源の抽出と地球への輸送を促進することです。このシステムは、放射線被曝、極端
な熱サイクル、デブリ衝突、内部加圧荷重に耐える半モノコック円筒型圧力容器を採
用し、NASAが2030年代初頭に目指す月面基地のタイムラインまでに準備を整えるこ

とを目標としています。

公開日 2026年06月05日  Access Newswire (Tasger Industries)  アメリカ



詳細

主要成果

Tasger Industriesは、月面での永続的な存在を可能にするための革新的なモジュラーシ
ステム、「Lunar Capsule」のコンセプトを発表しました。このカプセルは、月面居住
地、研究施設、または物流ハブとして多機能に設計されており、特にヘリウム3のよう
な月資源の抽出と地球への輸送を促進することを目的としています。

技術・臨床詳細

Lunar Capsuleは、半モノコック円筒型圧力容器を採用しており、月面の過酷な環境（高
い放射線被曝、極端な熱サイクル、デブリ衝突、内部加圧荷重など）に耐えるように堅
牢に設計されています。モジュール構造により、容易に拡張・再構成が可能で、様々な
ミッションニーズに対応できます。主要な目的の一つは、月面に存在するヘリウム3の
ような貴重な資源の効率的な抽出と、それを地球に輸送するためのインフラを提供する
ことです。これには、現地資源利用（ISRU）技術が統合された貨物輸送構成が含まれ、
月面で直接採掘・処理された資源を地球へ帰還させる商業的な実現可能性を探ります。
ヘリウム3は、核融合発電の燃料として将来的に大きな価値を持つとされています。
Tasger Industriesは、NASAが2030年代初頭に目標とする月面基地の確立というタイムラ
インまでに、このLunar Capsuleシステムを実用化する準備を整えることを目指してお
り、その技術的実現可能性と実用的な展開能力を強調しています。

背景・業界文脈

近年、月面探査は政府機関だけでなく民間企業によっても活発化しており、月を単なる
探査対象としてではなく、将来的な資源供給源や宇宙活動のハブとして捉える動きが加
速しています。NASAのアルテミス計画や中国の月面基地計画など、主要な宇宙機関は
2030年代までに月面での永続的な人類の存在を目指しています。このような背景の中
で、月資源の商業的利用と地球への輸送は、新たな宇宙経済を形成する上で極めて重要
な要素となります。特にヘリウム3は、地球上では希少でありながら月面には豊富に存
在すると考えられており、将来のクリーンエネルギー源としてそのポテンシャルが注目
されています。Tasger Industriesの構想は、この新たな市場機会を捉え、月面インフラ
と資源輸送の具体的なソリューションを提供するものです。



今後の展望

Lunar Capsuleの実現は、月面での大規模な資源開発と宇宙植民地化に向けた重要な一歩
となるでしょう。このモジュラーシステムが成功すれば、月面活動の持続可能性と経済
的実現可能性が大幅に向上し、科学研究の深化、さらには月面観光といった新たな産業
の創出に繋がる可能性があります。また、ヘリウム3の効率的な抽出と輸送が商業的に
成立すれば、地球のエネルギー供給に革命をもたらす可能性を秘めています。Tasger

Industriesの取り組みは、月面でのインフラ整備、資源利用、そして地球・月間の物流
ネットワークの構築に向けた、国際的な努力を加速させる触媒となることが期待されま
す。これは、人類が地球を超えて活動する「宇宙経済」の発展において、極めて重要な
役割を果たすプロジェクトです。

元記事: https://www.accessnewswire.com/newsroom/en/aerospace-and-defense/unveiling-lunar-

capsule-a-vision-for-moon-colonization-and-resource-transport-1169006

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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Rocket Labの今後の打ち上げスケジュール発表：iQPS、
LOXSAT 1、StriXミッションが含まれる

概要

Rocket Labは、ニュージーランドのマヒアおよび米国バージニア州ワロップス島から
の今後のElectronロケットミッションを含む、2026年6月1日頃に更新された打ち上げ
スケジュールを発表しました。マニフェストには、2026年6月30日の「The Grain

Goddess Provides (iQPS Launch 7)」、2026年7月17日の「LOXSAT 1」、および2026年
7月、8月、10月の複数の「StriX」打ち上げが含まれています。これらのミッション
は、小型衛星打ち上げ市場におけるRocket Labの継続的な活動と、商業、政府、ライ

ドシェアのペイロードに対する多様なサポートを強調しています。

公開日 2026年06月01日  Smart Calendars AI  ニュージーランド



詳細

主要成果

Rocket Labは、2026年6月1日頃に更新された今後の打ち上げスケジュールを公開し、ニ
ュージーランドのマヒアおよび米国バージニア州ワロップス島からのElectronロケット
ミッションの多様なマニフェストを明らかにしました。このスケジュールには、日本の
iQPS衛星の打ち上げや、LOXSAT 1、複数のStriX衛星のミッションが含まれており、小
型衛星打ち上げ市場におけるRocket Labの継続的な需要と活動を示しています。

技術・臨床詳細

Rocket LabのElectronロケットは、その信頼性と柔軟性で知られる小型打ち上げロケッ
トです。今後の打ち上げマニフェストには、2026年6月30日に予定されている「The

Grain Goddess Provides (iQPS Launch 7)」ミッションが含まれており、これは高分解能
小型SAR（合成開口レーダー）衛星コンステレーションを構築する日本のiQPS社の衛星
を軌道に投入します。また、2026年7月17日には「LOXSAT 1」ミッションが、そして
2026年7月、8月、10月には複数の「StriX」打ち上げが予定されています。StriX衛星
は、Synspective社による高頻度SAR観測を目的としたものです。これらのミッション
は、商業衛星、政府ペイロード、ライドシェア飛行といった幅広い顧客のニーズに対応
しており、Electronロケットが多様な小型衛星を低地球軌道に効率的に投入できる能力
を示しています。Electronは、電動ポンプ式のラザフォードエンジンを使用しており、
そのコスト効率と迅速なターンアラウンドタイムが強みです。

背景・業界文脈

近年、小型衛星の需要は、地球観測、通信、科学研究といった分野で急速に拡大してい
ます。これに伴い、専用の小型打ち上げロケット市場も活況を呈しており、Rocket Lab

はその主要なプレーヤーの一つです。同社は、頻繁な打ち上げ能力と、顧客の特定の軌
道要件に合わせた柔軟なサービスを提供することで、市場での地位を確立してきまし
た。特に、日本のiQPSやSynspectiveのような企業との提携は、アジアの成長する宇宙産
業との連携を強化し、地球観測データのニアリアルタイム化への貢献を示しています。
政府機関のペイロードを打ち上げることも、Rocket Labが国家安全保障分野で信頼性の
高いパートナーとして認識されていることを示唆しています。



今後の展望

Rocket Labの今後の打ち上げスケジュールは、同社が小型衛星打ち上げ市場において今
後も重要な役割を果たすことを確信させるものです。iQPSやStriXのような地球観測衛星
の展開は、環境モニタリング、災害管理、都市計画、防衛など、多岐にわたる分野で貴
重なデータを提供し、地球上の課題解決に貢献するでしょう。Rocket Labの技術革新と
運用効率は、打ち上げコストのさらなる削減と、宇宙へのアクセス機会の増加をもたら
すことが期待されます。これにより、新たな宇宙ビジネスモデルが生まれ、宇宙経済全
体の成長が加速するでしょう。同社はElectronロ運用に加え、中型ロケットNeutronの開
発も進めており、将来的にさらに多様なペイロードをサポートする能力を持つことを目
指しています。

元記事: https://www.smartcalendars.ai/en/feeds/rocket-lab-launches

収集日: 2026年06月06日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)
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